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第 1章 基本方針

１ 現状と分析（基本的な事項）

（１） 諸塚村の概況

ア 自然条件の概要

   諸塚村は、宮崎県の西北部、海岸線から 50 ㎞程、耳川を遡った九州山地

の東面に位置している。総面積が 187．56k ㎡で、諸塚山（1,342m）を中心

とする標高 1,000m 級の山々に囲まれ、地形は急峻で平地が乏しく、わずか

1％にも満たない農耕地が山腹や谷間に点在している。

  河川は、九州中央山地に源流を持つ二級河川の耳川が隣接の美郷町西郷

区との境を流れている。さらに、村の中心部を七ツ山川、柳原川の両支流

が北から南に流れ、耳川に合流している。これらの河川は、高低差があり、

水量豊富であるため、(株)九州電力により、村内に３箇所の発電用ダムが

構築され、水力発電に利用されている。

気象は、温暖多雨地域で、平均気温約 15℃であるが、夏場の最高気温が

38℃、冬場の最低気温-8℃を記録しており、寒暖の差が大きい。降水量は

2,500～2,600 ㎜と年間を通じて多い。太平洋側に面していることから、年

間を通じた日照時間は全体的に長いが、地形の起伏が大きいために、日照

時間が少ない場所も多い。11 月から 4 月初旬には霜が見られ、冬期には積

雪を記録することもある。

  地質は、大部分が中世層の四万十層群に属し、多くは砂岩、粘板岩及び

頁岩の層が北東から南西の方向にはしっている。北西山岳部には石灰岩層

が露出しており、特異な地形を表しているところもある。また、一部の河

川流域には、阿蘇カルデラの大噴火による火山性の灰石が点在しているが、

土壌の大部分は水成岩を基岩とした土壌で、地味豊かで木材の生育に適し

ている。

イ 歴史的条件の概要

   古くは「高千穂の荘」と称して三田井家の所領であったが、文禄元年延

岡藩の城主高橋元種のために滅ぼされ、以来延岡藩の所領となった。延岡

藩は慶長１９年有馬氏、元禄６年三浦氏、正徳２年に牧野氏と代替えして

いるが、内藤氏の代になって、明治４年に廃藩置県となり、県の管轄は延

岡県、美々津県、宮崎県、鹿児島県と目まぐるしく変わり、明治１６年５

月再び宮崎県になり現在に至っている。

郡は古くより「臼杵の郡」と称されていたが、明治１７年８月に東、西

の２つの臼杵郡に分かれ、本村は当初、西臼杵郡に編入されていたが、昭

和２４年に東臼杵郡に再編入された。その間、明治２２年５月に県令によ

り、それまであった２つの村、家代村と七ッ山村を合併して、新たに諸塚

村と称することになった。
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平成の大合併の際には、平成 15 年 12 月に諸塚村、西郷村、南郷村、及

び北郷村の 4 村により法定合併協議会を設置し、協議を行ってきたが、平

成16年9月～10月に村内全域で行なわれた住民説明会で自立を望む声が多

く寄せられたことにより、同年 11 月に法定合併協議会からの離脱を決め、

自立の道を進むことになり、現在に至っている。

ウ 社会的条件の概要

   山間地にあり平坦地が限られている本村では、農地が小さい面積で集落

のまわりに点在している。総面積の約 95％を占める森林のほとんどは民有

林で、長年、「林業立村」を柱として取り組んできた成果で、杉や檜の針葉

樹と椎茸生産用の櫟の人工林が大半を占めている。土地利用の面では、宅

地や商工業用地を含めて増減は見られないが、山林の生産性や生活の利便

性の追求で車道面積については増加してきている。

   特に車道は、地域の発展を図る上で極めて重要である。国道 327 号は、

沿岸部と山間地を結ぶ重要な路線で、日向市を起点に諸塚までの間、約 47

㎞を車で約 50 分で結んでいる。国道 503 号は七ッ山川沿いに五ヶ瀬町を経

由し、同町内にて国道 218 号と交わり、熊本市や延岡市に通じている。ま

た、主要地方道諸塚高千穂線は柳原川沿いに高千穂町を経由し、同町内に

て国道 218 号と交わり熊本市や延岡市に通じている。さらに、大規模林道・

宇目須木線が 1,000ｍ級の町村境となっている山々を越えて、諸塚村中心街

と日之影町との間を全線片側１車線で結んでいる。

   生活関連施設については、民間の医療機関は無く、村直営の診療所が 1
箇所あるが、定着医師の確保で課題を抱えている。学校教育施設は小学校

が 3 校、中学校が 1 校あるが、児童生徒数の減少が続いている。また、給

水施設については、4 箇所の簡易水道施設があるが、それ以外は、集落が点

在していることから大規模な施設が整備できず、個々の集落毎に自己管理

の給水施設を整備しており、その維持管理が課題となっている。生ゴミや

不燃物等の廃棄物処理については、圏域の市町村で広域処理を行っている

が、集落が点在していることから収集の効率が悪く、そのコスト面から収

集回数を増やすことが難しい状況にある。また、最終処分場の確保も必要

で、差し迫った重要な課題となっている。

エ 経済的条件の概要

   村土の 95％が山林であり、わずか 1％に満たない農地は急傾斜の山腹や

谷間にあることから、木材生産、椎茸や茶の生産、和牛繁殖の農林業の複

合経営が主流である。農業面では、増頭による規模拡大を目指している和

牛繁殖の畜産や夏秋野菜を中心とした施設園芸の専業農家戸数が微増して

いるが、兼業農家が減少していることから、全体農家数が減少し、非農家
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数が増加してきている。

   林業面では、昭和 30 年代からの拡大造林の取り組みで、人工林率が 68％

に達し、その多くが伐期齢に達している。しかし、農林業離れによる就業

者の減少と自営林業者の高齢化が進んできており、山林の手入れが十分に

出来なくなってきたことから、既存の森林組合労務班組織の強化と、新た

に第三セクターを設立し、新規就労者の確保と育成に取り組んでいる。

   第二次産業従事者は、建設業等に従事している者がほとんどで、関連の

生コン製造業、自動車整備等に従事している者もいるが、公共事業等の減

少で先行き不透明な状況である一方で、専門的な高い技術を持つ者が必要

となってきており、人手不足の現状もある。

商業については、村中心部に商店街が形成されており、商店街近代化事

業による店舗等の近代化が図られたが、第一・二次産業の低迷や人口の減

少や最寄りの大型店への顧客の流出などにより、厳しい経営状況が続いて

いる。そうした中で、平成 17年の台風襲来による大規模洪水があり、中心

商店街が壊滅的な被害を被ってしまった。10 年余りの歳月をかけて、その

復興事業に取り組んできたが、復興期間のブランクにより、経営者の高齢

化や意欲の減退等もあり、事業者数の減少が続いている。

   村には、従来型の目立った観光資源が少ないために、この分野での産業

振興は低迷していたが、平成 10 年に「全村森林公園化構想」を掲げ、本村

を取り囲む 1,000m 級の峰々を縫うようにして開設された林道・通称「諸塚

山スカイライン」の沿線に、「池の窪ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰｸ」などの森林公園の整備が

進められてきた。また、起点にあるテーマ施設「しいたけの館２１」に村

観光協会の事務局を置き、観光に関する総合案内窓口を開設した。この組

織で平成１１年から本格的に取り組んでいる都市部の人達と地域住民が農

作業等の体験を通して交流を深める山村交流体験事業「エコツアー」は、

16 年余り経過し、村民の間にも定着し地域の活性化に繋がっている。また、

集落にある空き家を改修し、体験交流・宿泊施設として使う古民家の整備

や、農家民宿（泊）に取り組むなど、地域ぐるみの交流事業も展開される

ようになり、徐々にではあるが観光面に対する村民の理解と参画が図られ

てきている。

オ 諸塚村における過疎の状況

（ア）人口等の動向

   平成 22 年国勢調査時では、人口 1,882 人、世帯数は 716 戸となっている。

村内全域に 88 箇所もの小集落が点在しており、そのほとんどで人口減少と

核家族化による高齢化が進行している一方で、利便性の高い村の中央部に

ある村営住宅等に若者世代が集まってきている。人口の推移をみると、昭

和 9 年までは 5 千人台で推移していた人口が、耳川の水力発電所工事が始
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まった昭和 10 年頃から急に増加し、昭和 12 年の塚原発電所建設時には

8,900 人台まで増えたが、工事の完了とともに減少に転じている。その後、

次の諸塚発電所建設工事があった昭和 34 年から 35 年には再度 8 千人台と

一時的ではあるが増加している。しかし、その後は、今日まで減少の一途

を辿っている。通学できる距離に高校が無いことから、中学卒業後の若年

層の流出が目立ち、少子・高齢化の進行とあいまって、平成 27 年 10 月 1

日現在の高齢化率は 40.8％に達している。

（イ）過去の過疎対策の実績

   過去の過疎対策では、農林業生産や生活環境基盤の整備と合わせて、社

会体育施設、医療や高齢者福祉関連施設等の整備、若者定住住宅や住まい

環境整備事業による後継者の定住を推進する生活環境の整備等を計画的、

継続的に実施してきた。その結果、基盤施設の整備については、ある程度

充実してきている。

（ウ）現在の課題及び今後の見通し

   諸塚村は、2011 年から 2020 年までの第５次総合長期計画の中で、「縁を

紡ぐ互縁社会が真の価値を生む『協創の森・諸塚』」をテーマとして、日本

全国が人口減少社会を迎えている中で、本村も定住人口の減少を予測しつ

つ、それを交流人口の増加で補う政策を進めてきたところである。特にひ

とづくりを第一にとらえ、その地盤を担う集落＝自治公民館活動を評価し、

その活動と行政との活動を根幹にするという考え方は、今後の諸塚村の自

立のためにはとても重要となっている。

村の現在の課題は、同じような過疎地域だけの問題ではなく、日本全体

の課題と密接な繋がりがある。まず、地球規模での温暖化対策が叫ばれる

中で、森林資源の重要性が再評価されており、村土の95％を占める森林を、

村が長年取り組んできた「林業立村」の下にいかに守って行くかが大きな

課題となっている。また、都会や近郊都市では地域や人の結びつきが薄ま

り、社会の機能が麻痺し、行政だけではカバーしきれなくなっている中で、

  諸塚村の自治公民館制度においては、地縁、血縁などを含めて、そこに住

む人々がお互いに地域を支え、村を支え、国土を守り、地球環境を守る誇

り高き人々を育てる互縁社会が構築されており、古くて新しい地域自立の

モデルになる可能性がある。

さらに、都市部に先行して本格的な高齢社会を迎えている過疎地域であ

るが、現役で農林業を担っている高齢者も多いのは事実で、これは近い将

来に都市が迎えることになる「高齢社会のモデル」でもあり、高齢者福祉

の充実で生涯現役を目指すことも重要な鍵になる。

一方で、次代を担う後継者対策も大きな課題である。高校生の就職率の
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低下や派遣社員などの非正規社員の増加、さらに出会いの不足、晩婚化、

出生率の低下など、若者を取り巻く環境は大きく変わりつつある。バブル

期を経て「物の豊かさ」から「心の豊かさ」への転換がなされつつも、経

済性のみを追求する風潮が残り「格差社会」とも言われる。山村の目指す

ものは、経済合理性に基づいた都市化社会ではなく、諸塚にあるもの、地

域の特色を活かした「人間が環境と共生しながら生活する社会」である。

カ 諸塚村の社会・経済的発展の方向

（ア）産業構造の変化に伴う対応

   本村の基幹産業は林業であるが、平成 17 年度と平成 22 年度の国勢調査

を比較してみると、就業者総数は、この分野の産業の低迷とともに次第に

減少しつつある。農林業従事者の減少と高齢化という大きな課題を抱えて

いる現在、農林業後継者の確保のために、村行政としても様々な支援策を

講じている。

   新たな林業担い手組織として、平成 2 年 5 月に村が発足させた「国土保

全森林作業隊」は、5年後の平成 7年 3月に「財団法人ウッドピア諸塚」と

して法人化し、さらに、平成 26 年 12 月には一般社団法人に移行している。   

現在 28 名（平成 27 年 4 月時点）で活動している職員は、森林を中心に国

土保全を担う若手の集団として、住民から熱い期待を寄せられている。  

今後はより付加価値の高い農林業経営を目指す組織として育成していくと

ともに、より多くの若者を雇用することが求められている。

   第二次産業については、建設業従事者が主であるが、近年の公共事業の

削減もあり、全体割合で５％近く、さらに人数にして70人が減少している。

第三次産業については横ばい状態である。

   産業経済の広域化等もあり、農林産物の販路の拡大を図る必要があり、

一般社団法人ウッドピア諸塚の特産品販売部門の充実と宮崎市にあり、同

市及び延岡市とともに運営している物産館「海幸・山幸」の有効活用と合

わせて、本村独自の販路の開拓及び付加価値を付けた加工品開発を推進し

ている。

（イ）経済的な立地特性に関する対応

   本村の経済生活圏は、日向市や延岡市を核とした県北地域にあり、こう

した状況は道路網や交通体系が大きく変化しない限り変わらないものと思

われる。県北地域は県内でも最も広い面積を有しているが、交通網の発達

の遅れから、経済的には県内の後進地域となっている。このような立地特

性のため、広域行政にも取り組んでおり、平成 21 年度には、日向市を中心

とする日向圏域、延岡市を中心とする県北圏域の両方で定住自立圏形成に

関する協定を締結しており、圏域全体として活性化にも積極的に取り組む
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必要がある。また、平成 27 年 12 月には、本村と西臼杵３町、及び椎葉村

を含む地域が国際連合食糧農業機関（FAO）により「世界農業遺産」に認定

されており、この地域に隣接する熊本方面の経済圏との連携を図ることも

重要である。

（ウ）都道府県の総合計画等における位置付け

   これまで、第 5次諸塚村総合長期計画（2011～2020 年）に基づき、21 世

紀に向けて、本村がさらに飛躍するために、本村の進むべき方向・目標と

これを実現するための基本的な方策を推進してきた。今後は、さらに「宮

崎県過疎地域自立促進方針」を踏まえながら、本村の位置付けを明確にし、

効率的な活性化を推進していくことが求められる。

（２） 人口及び産業の推移と動向

   本村の人口は、表１－１（１）のとおり昭和 35年以降は減少の一途をた

どっている。

   本村の基幹産業は、林業であるが、平成 17 年度と平成 22 年度の国勢調

査を比較してみると、第一次産業の低迷とともにその就業者も次第に減少

しつつある。

表１－１（１） 人口の推移（国勢調査）

（単位：人、％）

区 分

昭和 35

年
昭和 40 年 昭和 45 年 昭和 50 年

実 数 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率

総 数 8,048 5,636 △30.0 4,582 △18.7 3,872 △15.5

0 歳 ～ 1 4 歳 2,919 2,110 △27.2 1,498 △29.0 1,044 △30.3

1 5 歳～ 6 4 歳 4,693 2,101 △33.9 2,660 △14.2 2,377 △10.6

うち 15歳～
1,904 889 △53.3 634 △28.7 531 △16.2

29 歳（ａ）

6 5 歳 以 上
436 425 △2.5 424 △0.2 451 6.4

（ ｂ ）

若 年 者 比 率
23.7 15.8 － 13.8 － 13.7 －

（ ａ ） ／ 総 数

高 齢 者 比 率
5.4 7.5 － 9.3 － 11.6 －

（ ｂ ） ／ 総 数
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区 分
昭 和 5 5 年 昭 和 6 0 年 平 成 2 年

実 数 増 減 率 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率

総 数 3,470 △10.4 3,212 △7.4 2,917 △9.2

0 歳 ～ 1 4 歳 760 △27.2 663 △12.8 580 △12.5

1 5 歳～ 6 4 歳 2,227 △6.3 2,018 △9.4 1,769 △12.3

うち 15歳～
497 △6.4 397 △20.1 280 △31.9

29 歳（ａ）

6 5 歳 以 上
483 7.1 531 9.9 568 7

（ ｂ ）

若 年 者 比 率
14.3 － 12.4 － 9.6 －

（ ａ ） ／ 総 数

高 齢 者 比 率
13.9 － 16.5 － 19.5 －

（ ｂ ） ／ 総 数

区 分
平 成 7 年 平 成 1 2 年 平 成 1 7 年

実 数 増 減 率 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率

総 数 2,687 △7.9 2,402 △10.6 2,119 △11.7

０ 歳 ～ １ ４ 歳 531 △8.4 397 △25.2 327 △17.6

１５歳～６４歳 1,494 △15.5 1,269 △15.1 1,045 △17.7

うち 15歳～
212 185 185 △24.3 126 △31.9

29 歳（ａ）

６ ５ 歳 以 上
662 16.5 736 11.2 747 14.9

（ ｂ ）

（ ａ ） ／ 総 数
7.9 － 7.7 － 5.9 －

若 年 者 比 率

（ ｂ ） ／ 総 数
24.6 － 30.6 － 35.3 －

高 齢 者 比 率
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区 分
平 成 2 2 年

実 数 増 減 率

総 数 1,882 △11.2

０ 歳 ～ １ ４ 歳 237 △27.5

１５歳～６４歳 929 △11.1

うち 15歳～
104 △17.5

29 歳（ａ）

６ ５ 歳 以 上
716 △4.1

（ ｂ ）

（ ａ ） ／ 総 数
5.5 －

若 年 者 比 率

（ ｂ ） ／ 総 数
38.0 －

高 齢 者 比 率

表１－１（２） 人口の推移（住民基本台帳）

（単位：人、％）

区 分
平成 12 年 3 月 31 日 平成 17 年 3 月 31 日 平成 22 年 3 月 31 日

実 数 構 成 比 実 数 構成比 増減率 実 数 構成比 増減率

総 数 2,590 － 2,308 － △10.8 1,969 － △14.7

男 1,255 48.5 1,123 48.7 △10.5 963 48.9 △14.2

女 1,335 51.5 1,185 51.3 △11.2 1,006 51.1 △15.1

  表１－１（３） 産業別人口の動向（国勢調査）

（単位：人、％）

区 分

昭 和

３５年

昭 和 ４ ０ 年 昭 和 ４ ５ 年 昭 和 ５ ０ 年

実 数 実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率

総 数 3,964 2,548 △35.7 2,385 △6.8 2,064 △13.1

第 一 次 産 業
53.5 63.2 ― 64.3 ― 63.4 ―

就業人口比率

第 二 次 産 業
26.1 11.6 ― 8.4 ― 10.5 ―

就業人口比率

第 三 次 産 業
20.4 25.2 ― 27.3 ― 26.1 ―

就業人口比率
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区 分
昭 和 5 5 年 昭 和 6 0 年 平 成 2 年

実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率

総 数 2,057 △0.3 1,833 △10.9 1,654 △9.8

第 一 次 産 業
54.8 ― 55.5 ― 50.7 ―

就業人口比率

第 二 次 産 業
16.3 ― 14.9 ― 18.6 ―

就業人口比率

第 三 次 産 業
28.9 ― 29.6 ― 30.7 ―

就業人口比率

区 分
平 成 7 年 平 成 1 2 年 平 成 1 7 年

実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率

総数 1,377 △16.7 1,222 △11.3 1,093 △10.6

第一次産業
41.8 ― 35.4 ― 37.4

就業人口比率

第二次産業
23.7 ― 19.9 ― 20.2

就業人口比率

第三次産業
34.5 ― 44.7 ― 42.2

就業人口比率

区 分
平 成 ２ ２ 年

実 数 増減率

総数 947 △13.4

第一次産業
41.4 ―

就業人口比率

第二次産業
15.8 ―

就業人口比率

第三次産業
42.8 ―

就業人口比率
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（３） 諸塚村行財政の状況

   近年の社会経済の多様化及び生活環境の高度化に伴い、村民の行政需要

は、人口の減少とは逆に高まる傾向を示している。しかし、職員定数の削

減が続いているために、職員一人あたりの事務量は増大している。

  そのため、本村では、「第 4次諸塚村総合長期計画」を基盤とし、平成

17 年度に「諸塚村集中改革プラン」を策定し、平成 19 年 3 月には「諸塚村

行財政改革大綱 2007」を、さらに平成 23 年には、「第 5 次諸塚村総合長期

計画」を基盤として、「行財政改革大綱 2011」を策定し、平成 27 年度まで

に取り組む行財政改革を取りまとめ、行財政改革の考え方、実施方針等を

定め、事務事業や組織・機構の見直し、定員管理及び給与の適正化等を進

めてきたが、更なる取り組みの強化を図っていく必要がある。

平成 27 年度には、これまでの成果を踏まえて新たな「行財政改革大綱 2016」

を策定する作業を進めている。

財政状況については、別表 1－2（1）のとおりであるが、平成 26 年度歳

入総額3,966百万円のうち村税の占める割合は250百万円（構成比 6.3％）

とわずかである。村税を含めて自主財源割合は１割台で、財源の多くを地

方交付税や国県支出金に頼るしかなく、財政基盤が極めて脆弱な状況であ

る。加えて、本村の経済を支える林業も木材価格の長期低迷の状況にあり、

さらに公共事業等の削減による各種事業所における事業収入、雇用の悪化

等が進み、更なる税収等の減収が見込まれ、今後、厳しい財政運営を強い

られることが予測される。

  このように、財政状況は極めて厳しい状況であるが、過疎化と村民経済

の低迷の中で、できるだけ村民のニーズに対応するため、今後も国・県の

各種制度を積極的に導入するとともに、地方債の有効な活用を計画的に図

っていく必要がある。

表１－２（１） 市町村財政の状況                                 

（単位：千円、％）

区  分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度

歳入総額Ａ 3,763,562 4,538,880 3,966,541

一般財源等 2,418,889 2,372,561 2,270,971

国庫支出金 158,855 293,813 295,531

都道府県支出金 396,440 72,016 492,941

地方債 228,560 365,193 377,711

  うち過疎債 58,200 202,200 199,600

その他 560,818 1,435,297 529,387

歳出総額Ｂ 3,410,072 4,338,734 3,695,066

義務的経費 1,061,530 1,018,305 1,010,396
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投資的経費 892,261 1,227,292 1,298,034

  うち普通建設事業費 715,443 1,111,556 1,187,262

その他 1,456,281 2,093,137 1,386,636

過疎対策事業費 (   ) (  ) (  )

歳入歳出差引額Ｃ（Ａ－Ｂ） 353,490 200,146 271,475

翌年度へ繰越すべき財源Ｄ 48,490 102,461 183,607

  実質収支Ｃ－Ｄ 305,000 97,685 87,868

財政力指数 0.16 0.16 0.16

公債費負担比率 16.9 15.6 16.9

起債制限比率 11.1 9.9 8.5

経常収支比率 96.7 104.2 104,6

地方債現在高 2,999,592 2,948,626 2,920,313

表１－２（２） 主要公共施設等の整備状況

区  分
昭和 55

年度末

平成 2

年度末

平成 12

年度末

平成 20

年度末

平成 26

年度末

市町村道  改良率（％） 0.6 3.8 5.0 5.1 5.1

      舗装率（％） 22.0 38.0 51.3 25.4 27.5

耕地１ha あたり農道延長（m） 14.0 68.0 81.7 96.8 136.8

林野１ha あたり林道延長（m） 6.5 8.3 9.1 9.9 10.1

水道普及率（％） 19.3 27.7 40.0 39.7 43.3

水洗化率（％） 0.0 0.0 64.6 95.4 96.4

人口千人あたり病院診療所の

病床数（床）

9.0 10.0 11.7 13.5 10.9

小学校危険校舎面積比率（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中学校危険校舎面積比率（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２ 計画の基本方針（地域の自立促進の基本方針）

第 5 次村総合長期計画のコンセプト「縁を紡ぐ互縁社会が真の価値を生

む「協創の森・諸塚」」をベースに、村民を主役として、自立の村づくりを

進める。特に以下の 4 つの戦略プロジェクトを中心に、総合的、かつ、計

画的に事業を推進する。

① 自治公民館組織の充実

厳しい山村で、地域が一体となって対策に取り組むため、相互扶助の

精神に基づく、自治公民館制度の充実が重要である。古くて新しい地域
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自立のモデルとして位置付けられる重要な組織であり、社会教育の場と

しても有効に機能しており、地域ばかりでなく、村全体を担う人づくり

にも貢献している。今後も、行政と自治公民館が密接に連携を図りなが

ら、活性化を進める。

② 生涯現役の暮らしやすい社会づくり

現役で農林業を担っている高齢者が、今後も生涯現役で活躍できるよ

うに村民の健康づくりの推進と高齢者福祉の充実に取り組む。また、道

路網や公共交通基盤、及び情報通信網の整備、さらに、医療の充実等を

図りながら、村民が暮らしやすい社会づくりを進める。

③ 若者定住政策

次代を担う後継者対策として、若者の定住促進事業を重点政策とする。

具体的には、村内雇用の確保、農林業や商工業者の後継者づくりのため

の支援、住まいの確保、さらに、給排水施設、廃棄物処理施設などの住

環境の整備も必要である。また、児童生徒に対するふるさと教育の充実

や高等教育の機会均等も必要である。これらの取り組みに合わせて、婚

活事業なども含め、村全体で総合的に取り組むことで、一人ひとりの役

割を尊重し、長い目で見た成果が期待できる。経済合理性に基づいた都

市化社会と一線を画し、諸塚にあるもの、地域の特色を活かした、人間

が環境と共生しながら生活するという村の特色をより重視する。

④ 林業立村による産業振興

環境共生の村として、村土の 95％を占める森林を大切に守り続けるため

にも、「林業立村」の下に、これまで長年取り組んできた林業、椎茸、茶、

牛の 4 大基幹産業をベースに、これからは、素材出荷に止まらず、これら

を含めた地域資源に付加価値をつけ、顔の見える交流を起爆剤にし、産直

住宅、椎茸の直販、加工特産品販売などを積極的に進める。観光事業の柱

となる交流事業も、交流人口のカウントに止まらず、質の高い顧客の獲得

に努め、顔の見える関係を基本に、村の地域資源を売り込む独自販路づく

りを重視する。

３ 計画期間

計画期間は、平成 28 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日までの 5箇年間

とする。
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第２章 長期ビジョン

１ 産業の振興

（１）現況と問題点

ア 林 業

① 森林の状況（数値は平成 27年 1月耳川地域森林計画書出典）

諸塚村の森林面積は、17,248ha（車道を除く。）で、総面積の 92.0％である。

そのうち民有林が 16,900ha で人工林面積は 11,414ha であり人工林率は 67.5％

となっている。主要樹種はスギ 7,497ha、ヒノキ 1,486ha、クヌギ 2,062ha とな

っている。3 齢級から 7 齢級までの保育対象林分が約 21％あり、以前として下

刈り、除間伐等の保育施業も重要であるが、伐期齢を迎えている人工林の計画

的な伐採と伐採後の適切な再造林による管理が重要になっている。

② 労働力

林業の労働力は、森林組合作業班員 10 班 54 人と一般社団法人ウッドピア諸

塚森林環境部門 19 名、さらに、村内の民間林業事業者 3社が中心となって、専

門的に村有林や民間山林所有者の森林施業を受託している。

受託施業以外は、自営農林家において行われているが、高齢化が進行してい

ることや農畜産業との複合経営が中心となっており、限られた量となっている。

③ 素材生産の状況

木材取扱の大半を占める森林組合の取扱量は、年間 32 千 m3 程度となってい

る。１ha あたり 63ｍ近い村内道路密度や高性能林業機械の導入が、コストの削

減に繋がり、伐期齢に達した山林の皆伐も増え、木材搬出量は年々増加してい

る。平成 9 年度から取り組んでいる産直住宅の取組みによる葉枯らし材の普及

も進んでいる。

④ 木材製品生産の状況

今後の林産地は、素材生産に止まらず、高品質の木材製品を自ら生産できる

製品供給基地としての機能を持たないと定住人口の確保が出来ずに生き残れな

い。耳川広域森林組合の諸塚木材加工センターは、高品質の構造材を中心にし

た製品の生産で評価を高めている。今後は森林資源が高齢級化し、径級の大き

な大径材の割合が高まることから、それに合わせた製材設備が必要になってい

る。今後は戸建て住宅市場が縮小し、マンションや一般住宅のリフォーム市場

が拡大するのは確実であり、それに対応できる内装製品の生産体制の整備が必

要である。また、早期に整備した生産ラインの一部は老朽化してきており、計

画的な設備の更新も必要になっている。

⑤ 森林認証の活用

平成 16 年 10 月に世界的な「森林認証」を取得したことにより、森林管理へ

の客観的評価を得て林業関係者が自信を回復し、取り組みの意欲が上がり、林

業の活性化と品質の高度化による木材需要の拡大が期待される。

⑥ 環境保全機能を活かす全国森林環境税の創設とカーボン・オフセット制度
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の活用

地球温暖化の影響が世界各地で異常気象として発生している中で、森林の持

つ温室効果ガス吸収機能が重要視されている。しかし、林業の不振と担い手不

足でその機能を強化することになる適正な森林管理が、全国的に滞ってきてい

る。そこで、適正な森林管理を推進する施策を求める「全国森林環境税創設促

進連盟」による運動に参加し、国税としての森林環境税の導入によって財源の

確保を図る取り組みを推進している。また、温室効果ガスの削減策として、カ

ーボン・オフセットが注目されているが、平成 21 年 12 月に、諸塚村、耳川広

域森林組合諸塚支所、（一社）ウッドピア諸塚の 3者による諸塚村森林炭素吸収

量活用プロジェクトが国の J-VER 制度に登録され、そのオフセットクレジット

が平成 22年 4月に発行されている。同クレジットは、国内での制度統一があり、

平成 26 年 4 月に J-VER 制度から J－クレジット制度に移行している。

⑦ 問題点

材価の低迷等に起因し、自営林家の高齢化や後継者不足により、全国的に林

業は危機的な状況に陥っている。森林組合作業班においては、作業班員の高齢

化、（一社）ウッドピア諸塚においては、大きな財源として予定していた基本財

産が低金利下で見込みを大きく下回っていることなど、極めて厳しい経営を強

いられている。また、山林所有者の意欲の低下と高齢化により、所有者自らが

行う森林施業が減少し、代わって高性能機械や機材を駆使する森林組合や林業

事業体が作業を受託するケースが増え、大面積の皆伐が主流となってきている。

このため再造林に必要な苗木の不足と植林や育林を担う労働力不足を引き起こ

している。経済性のみを求めた人工林の皆伐は、地球温暖化による集中豪雨等

の増加による林地崩壊の危険性を高め、大きな課題になってきている。さらに

高性能林業機械の導入に伴う全幹集材により、枝条等の大量の堆積物が急傾斜

の山元に出来、それらが朽ちて大量の水分を含んだ後に起きる崩壊に起因する

林地崩壊の問題も起きている。一方で、再生可能エネルギーの見直しにより、

バイオマス発電施設の整備が進んできており、従来捨てられていた木片や木く

ずが取引の対象となってきている。しかし、発電施設から遠距離にある村内の

山林からの搬出には、多額の集積・搬送コストが必要で、課題となっている。

森林認証に関しては活用が課題であり、木材生産・流通・加工に携わる村内

関係者の意識の高揚と木材を使用する建築関係者や消費者へのＰＲが重要で、

優先的な活用を促す取り組みをさらに進める必要がある。

また、近年鹿や猪などによる植林した苗や成長途中の樹木の皮の食害も増加

しており、広い面積への防護網の設置を含めてその対策が急務である。

⑧ その他

開発の余地がある新たな特用林産物の生産振興に今後も取り組んでいく。平

成19年度から取り組んでいるワサビのボックス栽培や林間栽培についても推進

し、現状の栽培地の拡大や、他の適地での栽培を検討する。また、筍の栽培に
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適した竹林については、間伐等での竹林整備を推進し、林家の所得向上に繋げ

る。

所有形態別森林面積
（単位：ha、％）

区 分 国 有 林 民     有     林 合 計

県 有 林 村 有 林 そ の 他 小 計

面 積 348 219 630 16,051 16,900 17,248

比 率 2.0 1.3 3.6 93.1 98.0 100

資料：耳川地域森林計画書(H28.4 改定)

  林家数の推移
（単位：戸、経営体）

区 分 昭和 60 年 平成 2 年 平 成 1 2 平成 17 年 平成 22 年

林 家 数 606 576 471 321 297

農 家 林 家 数 518 442 343 279 267

非農家林家数 88 134 128 42 30

資料：2010 年農林業センサス

イ 椎茸産業

椎茸産業は、福島の原発事故後の風評被害が一段落したが、調理に手間がか

かることを嫌う消費者が増えてきており、一般家庭での消費量が減少している。

一方で無農薬の原木栽培に拘る消費者も増えてきている現状もある。また、日

本食のヘルシーさが世界的な脚光をあびており、原木椎茸については高級食材

としての新たな引き合いも出てきている。ただし、現状では価格は安定してい

るが、これまで続いてきた価格の低迷で、村内生産者の生産意欲の減退を招い

てきており、高齢化の進行とともに生産者が減少している状況は変わっていな

い。

村内４箇所に効率化と規模拡大を図るために機械化された椎茸生産団地を造

成したのをはじめ、各種補助事業の活用によるコスト削減に取り組むなど生産

量を維持する取り組みは行っているものの、全体量は減少傾向になっている。

菌床椎茸については、原木椎茸に比べ取扱いが容易であり、高齢者にも手軽

に取り組めるメリットがあることから、菌床ブロック生産施設の内容充実と新

規の栽培者参入に向けての支援策を強化している。原木林は、椎茸栽培量の減

少に伴い原木の需要が減り、伐木の適期を過ぎ、大径木化が進んでいる。さら

に、高齢化と後継者不足により、原木林伐採後に針葉樹等の手間のかからない

樹種への転換が進んでおり新たな課題となってきている。今後は、大径化した
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原木の有効活用と椎茸栽培に必要な適期で伐採した原木の安定確保に向けての

計画的な取り組みが必要となってきている。

ウ 農 業

農地が山腹や谷間に小面積で点在しているため効率が悪く、機械化も難しい

ことから自給中心の農業である。また、鹿や猪による農作物被害も増加する傾

向にあり、その対策に追われている。さらに、担い手の高齢化も進み、農家数

が年々減少し、耕作できない農地が増えてきており、兼業農家の比率も高くな

っている。農家の経営形態は、林業を中心に椎茸や茶の生産、和牛繁殖等を組

み合わせた複合経営が行われているが、規模も小さく経営基盤が弱い。近年は、

高地の冷涼な気候を活かした夏秋野菜や花卉を栽培する園芸団地が３箇所整備

され、高い市場評価を得てきているが、コストが高いこともあり、新たな面積

を確保することは難しい。

また、ＴＰＰ協定交渉の合意も含め、将来性を懸念するなどにより、農業か

ら他産業への労働力流出が続いている。

山間地である本村においては、農地の平坦化に始まり、機械化や施設整備に

費用が嵩むため、新規事業を展開するためには一農家の資金のみでは困難であ

り、行政や農業団体等の支援が必要である。

農家数の推移
（単位：戸）

区 分 昭 和  

5 5 年

6 0 年 平 成   

2 年

7 年 1 2 年 1 7 年 2 2 年

世 帯 数 975 903 840 806 799 739 716

農 家 数 528 512 455 404 361 200 201

専 業 47 19 26 26 17 35 57

第１種兼業 225 262 171 110 43 30 34

第２種兼業 256 231 258 268 301 135 110

非 農 家 数 447 391 385 402 438 539 515

資料：2005 年農林業センサス

エ 商工業

商工業の現状は、過疎化、高齢化という地域が抱える根本的な問題に加え、

消費の低迷・規制緩和・金融不安などの影響により、経営環境の悪化は厳しさ

を増してきている。

他地域の商工会と同様に、本村の商工会も厳しい状況であり、国・県等の制
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度事業の導入により商店街の店舗改装や街路灯・立体駐車場の整備を行ってき

たが、目立った購買力の増加には結びついていない。小規模商店の経営は依然

として厳しく、商店数は減少している。経営者も高齢化が進み、後継者不足が

顕著である。基幹産業である農林業の不振や都市部への交通網の整備に伴い、

購買者の村外流出傾向が見られる。さらに、村中心部の耳川沿いに主要な商店

街が集中しているが、平成 16・17 年には連続して台風による大雨で耳川が氾濫

し、甚大な被害を被った。その後、被害を受けた商店等を一旦撤去し、10 年余

りの歳月を掛けて、土地利用一体型水防災事業による嵩上げ工事が行われ、平

成 27 年に完成した。しかし、この間に経営者自身の高齢化と後継者不足、さら

に、それまで商店街を活用していた顧客の離れ等が懸念され、嵩上げ工事が終

わった元の場所での開店を止める商店も出てきた。これを機会に新しいまちづ

くりをとの期待もあったが、商店個別の事情も絡み、被災前の状況に戻ること

は難しい状況になっている。今後は、既存の商工業団体や経営者との連携を密

にし、村民生活の日常に欠かせない物資やサービスを提供する商店街の新たな

事業展開を含め、賑わいづくりを積極的に推進する必要がある。   

オ 観 光

本村には、集客力のある名所・旧跡等が無いこともあり、目立った観光施設

は整備されていない。しかし、林業振興や散在する集落を繋ぐために整備され

てきた村内を循環する行き止まりの無い道路や諸塚の山を象徴するモザイク林

相等は、平成 27 年 12 月の世界農業遺産の認定もあり、観光資源としても注目

を集めるようになっている。また、全村森林公園化構想のもとに、あるがまま

の森林自然景観や伝統的な山村文化を保全し、森林・林業と共存した美しい集

落景観や山村文化を通しての新たな交流事業の展開は、大きな観光要素である。

村の大きなイベントとしては、3月第 1日曜日に開催される「諸塚山山開き」

や、中旬の「世界森林認証祭り」、5 月の「諸塚クロスカントリー大会」、11 月

の「村民文化祭」等がある。外にも、6 月の「九州玉入れ選手権」、9 月の「ぎ

ゃあな祭、ふれあい釣り大会」、11 月の「黒岳もみじまつり」、3 月の「座頭神

祭り」など地域や民間が主体となったイベントも定着している。

また、諸塚山スカイライン沿線の公園やオートキャンプ場を始め、池の窪グ

リーンパーク、諸塚山渓流の里等のログハウスや古民家を改修した宿泊施設等

も村内各所に整備され、観光スポットとしてアウトドア派に高い人気を得てい

る。春のアケボノツツジ、夏の深緑、秋の紅葉、冬の樹氷など明確な四季があ

る自然環境にも恵まれているため、未開拓の観光資源をさらに掘り起こして行

く必要がある。これまでは、通過型の観光客が大半で大きな観光収入は期待さ

れていなかったが、今後は、既存の旅館並びに民宿や公共の宿泊施設、さらに

農家民宿、民泊等の育成を図り、滞在型の観光客確保も必要である。

役場内にあった諸塚村観光協会を、平成 13 年から「しいたけの館 21」に設置



第２章 長期ビジョン

１ 産業の振興

- 18 -

し、総合観光案内所及び体験型観光のプロデュース基地として位置づけ、新た

な従業員を雇用し、レストランや宿泊所の経営に取り組んでいる。平成 21 年か

らは事務局に専従職員を年次的に採用し、組織の充実強化を図り、平成 23 年 4

月には一般社団法人に移行した。さらに、平成 27 年 7 月からは、それまでの事

務局職員に行政職員が兼ねていた状況を無くし、事実上の自立を目指している。

しかし、観光案内から、レストラン等の観光施設の管理運営、さらに、交流ツ

アーの企画・運営、独自商品の開発と販売等、村の行政施策の一端を担ってい

る面もあり、全体を円滑に運営するためには、人事面を含めた組織と財政面で

の経営の安定が必要で、行政との密接な関係づくりと支援が欠かせない。

（２） その対策

ア 林 業

① 適正な森林施業（時期、方法等）の実施を行い、健全な森林資源の維持・増

進を図る。

② 林地の保全に配慮した計画的な伐採や伐採跡地の適正な再造林、長伐期林、

複層林（帯状皆伐、択伐等）施業を推進し、森林施業、林齢の平準化を図る。

③ 葉枯らし等による自然乾燥材に積極的に取り組み高付加価値化と生産コス

トの削減を図る。

④ 作業路網の適切な整備と維持を行い、除間伐を中心とする計画的な森林施業

の推進とコスト削減を図る。

⑤ 森林認証の取得を契機に産直住宅事業をさらに推進する等、森林認証制度の

更なる活用を図り、育てる林業から活用する林業への展開を図る。

⑥ 公的分収林や保安林、公有林の整備を推進し、公益的機能を果たす森林の整

備を図る。

⑦ 一般社団法人ウッドピア諸塚並びに森林組合作業班の充実と強化を図る。

⑧ 森林組合木材加工センターの新たな施設整備と課題となっている森林内の

残渣物の処理を目的にした「木質バイオマス」の研究に取り組む。

⑨ 材価の低迷により、厳しい林業経営を強いられていることや、山林所有者の

意欲の低下により、森林施業そのものが減少しているため、木材価格安定緊

急対策事業を継続して講じる。

⑩ 間伐促進などの森林管理の財源を確保し、林業経営を安定させるため、森林

の公益性を評価した森林環境・水源税創設等の活動をさらに促進する。J-ク

レジット制度を活用した民有林の登録を検討すると共に、クレジットの広域

での販売を促進し、その収益を元にした林業担い手対策の充実を図る。

⑪ 鹿や猪など、有用木に害を及ぼす有害鳥獣対策として、鹿ネットの設置や、

有害鳥獣捕獲後の食肉の利用を推進するためジビエ（野生鳥獣）料理の普及

促進や処理加工施設の整備を実施する。

⑫ 開発の余地がある特用林産物の生産振興として、ワサビのボックス栽培を推
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進し、現状の栽培地の拡大や、他の地区での栽培の検討を行う。また、筍の

栽培に適した竹林について、間伐等を行い栽培環境の整備を推進する。

⑬ 森林資源の山元での付加価値を付けるとともに、村内後継者の貴重な雇用の

場である森林組合諸塚木材加工センターの施設整備への支援を行う。具体的

には、老朽化した設備の更新と今後の建築ニーズの変化に対応できる新しい

ラインを導入し、大径材や長物材を有効利用し、内装製品などの新しい木材

製品ニーズに対応できるようにする。また、林地に資源として残るクヌギや

ナラなどの広葉樹を活用できるような、剥ぎ集成機械や研磨機械などの生産

ラインの導入も検討する。

⑭ 育林施業の省力化を図り、森林整備の低コスト化を推進する。

⑮ 植林苗木の安定確保を図るためにコンテナ苗導入を推進する。

イ 椎茸産業

① 森林認証とトレーサビリティーの確立により「安心、安全」面のブランド化

を図る。

② 椎茸生産施設整備時の支援を行い、村の特産品である椎茸の生産拡大を図る。

③ 消費者や販売店と直接顔の見える販売方法の推進など、消費先まで見据えた

生産体制を図る。

④ 団地化、機械化の機能を十分に発揮させ、消費者のニーズに応えられる商品

の安定供給の体制づくりを推進する。

⑤ 大径原木を菌床栽培のオガコに活用するとともに、住宅建材、家具類、炭焼

き等への多方面な活用方法の検討と実証実験、試作などを積極的に行なう

⑥ 乾燥椎茸選別の内容充実と生産量全体に占める取扱割合をアップさせる。

⑦ 椎茸を使った加工食品の量を増やすとともに新たな商品開発に取り組み、村

内雇用の場の確保と村民所得の向上を図る。

ウ 農 業

（一般作物等）

① 棚地になっている耕地の平坦化や新たな農用地造成・農業用排水路の整備、

耕作道の開設・改良・舗装等の基盤整備を推進し、作業の効率化と安全性を

高めるとともに生産性の向上を図る。また、優良農地については集積等を行

い、中核農家の育成と規模拡大を図る。

② ビニール（雨除け）ハウス等施設化を図り、標高差や気象条件を活かした夏

秋野菜（ホウレンソウ、ミニトマト等）、花卉（スイートピー、ホオズキ等）、

果樹（キンカン、ユズ、ブルーベリー等）等、収益性の高い作目を導入する。

③ 園芸作物である野菜や花などの苗代を支援し、生産量の確保と価格の安定化

を図る。また、野菜価格の低落が生じた場合にはその差額を補填し、生産者

の意欲低下を防ぎ、生産の継続を図る。さらに、ホウレンソウ等収穫作業時
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期が集中し、労働力が不足する際の支援労働力の確保対策にも取り組む。

④ 村に適した作物の導入と定着を図り、後継者や新規就農者等の負担及びリ

スクを軽減するため直営実証圃を設置・運営する。

⑤ 農業・林業の連携を強化し、農地の有効活用を図るとともに、地域資源の

掘り起こしと加工により、付加価値を高め、ブランド化と収益性の向上を

図る。また、生産された青果物などを一元化するシステムを構築し、物流

の効率化を図る。

⑥ 鹿や猪など、農作物に害を及ぼす有害鳥獣対策として、林業分野と連携し

て農地周囲への鹿ネットの設置や、有害鳥獣捕獲後の食肉の利用を推進す

るためジビエ（野生鳥獣）料理の普及促進や処理加工施設の整備を実施す

る。

（畜 産）

① 肉用繁殖牛の導入費や畜舎改善費用に対する支援を行うことにより、繁殖雌

牛群の改良と畜産農家の維持、及び飼養頭数の拡大を図る。

② 畜産農家の堆肥舎改善と堆肥供給施設等を整備することにより、環境保全型

の畜産を推進する。

③ 畜産振興センターの経営の健全化を図る。

（茶 業）

① 個人販売の高単価取引を継続するため、茶樹の更新や茶園管理の技術講習等

を徹底し、品質の保持・向上に努める。

② ＦＡ化等整備された加工施設を活用して高品質で安定した製品の生産に努

め、銘柄の確立（霧六峰）と付加価値を付けた販売を展開する。

エ 商工業

① 商工業者に対する振興策を実施すると共に、中小商店の支援を行う組織とし

て重要な役割を担う村商工会の運営の支援を行う.また、個々の中小商店の経

営支援のための貸付金の利子補給事業を行う。また、村内での購買の増加を

図るため、村民の多様化するニーズに対応した商品の販売や商店街から遠い

地域の購買者や高齢世帯等の買い物弱者に対する様々な買い物方法を検討

し、商店独自のサービスのあり方等の研究も商工会を中心にして進める。

② 地元商店街活性化施策として、空店舗を改修して商店街活性化施設に活用す

る取り組みや平成 12 年度から取り組んでいる割引商品券を活用した地域循

環型の経済活性化を促進する。

③ 商店街などの中小自営業者向けの後継者対策事業や意欲ある若年経営者の

起業支援を行い、民間活力の導入による地域振興を図る。

④ 中央商店街のまちづくりについて、当事者意識の高揚を図り、自らが考え、
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行動する気運づくりを行うとともに、国・県の支援事業等を積極的に導入し、

過疎地に適応した新しい地域の商店街づくりを行う。

オ 観 光

① 全村森林公園化構想の下に、森林公園やログハウス等の宿泊施設を整備し、

良好な状態で利用できるよう維持・管理するとともに、魅力ある未発掘の観

光資源の開発や山村文化を生かすことにより、滞在型の観光客の確保に努め

る。

② 交流人口の拡大による地域の活性化や体験型観光を推進するため、古民家を

改装した森の古民家「やましぎの杜」、「へいだの里」、「藤屋」と森の定住促

進古民家「桜のつぼね」、「よしや」を拠点とし、森林文化を体験するツアー

（諸塚型エコツアー）を観光協会を中心に推進する。  

③ 一般向けだけでなく小・中学校や大学・民間団体など様々な形で体験ツアー

を実施しているが、今後は、都市部の人達が山村に求めているものの把握・

分析を行い、既存の施設や地域の自然や人的資源を活かし、公民館や地域主

導型の交流事業を核とした体験ツアーを観光の一環として推進していく。

④ 交流事業の延長線上に、長期滞在型観光、二地域居住、定年帰農、若者就農

などの段階的な移住促進事業を見据えた政策を推進するため、その受け皿と

して、古民家改修や産業体験施設などの整備を行う。

⑤ 本村の観光事業の中心を担う村観光協会で、観光施設の管理や体験交流イベ

ントなどを主体的に実施できるように組織強化と人材の育成支援を行う。

⑥ 今後の観光事業の生命線である情報発信力の強化のため、ホームページやブ

ログなどのネット媒体を活用するほか、通信紙などの紙媒体も引き続き充実

させていく。また、総合観光案内所であるエコミュージアム「しいたけの館

21」の全面的なリニューアルをするなど、山村でもできる、山村ならではの

情報発信基地機能を充実させる。

⑦ 平成 27 年 12 月の本村を含む高千穂郷・椎葉山地域の世界農業遺産認定を

契機として、圏域市町村個々の魅力アップをさらに図り、圏域全体での情報

発信を推進する。
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（３）計画

1

農業

L= 7,500 m

A= 7 ha

A= 6 ha

会員 140 名

林業

A= 400 ha

A= 25 ha

(１)基盤整備　

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

　産業の振興

　農作業道開設改良
諸塚村

　農用地造成
諸塚村

　農業省力化促進
諸塚村

　農用地造成、耕作道舗装
諸塚村

　かんがい用排水路
諸塚村

過疎地域自立促進特別事業
　諸塚村茶部会活動事業

諸塚村・ＪＡ

　茶園予防事業
諸塚村

　作業道開設及び整備事業
諸塚村

　村有林造成　保育
諸塚村

　公的分収林造成　造林
諸塚村

　森林認証制度活用事業
諸塚村

　木材価格安定緊急対策事業
諸塚村

　J-クレジット制度活用事業
諸塚村

　鳥獣害対策事業
諸塚村

　木材加工施設装置 耳川広域
森林組合

　

－22－
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自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

1 林業 　椎茸共同選別場整備事業

　椎茸加工品生産施設整備事業

会員 140 名

林業

農業

150 頭

10 棟

10 棟

試験研究施設

1 件

生産施設

　（ワサビやタケノコ等）

（野菜、花等の苗代補助）

（肥育センター・家畜集合施設・給水設備）

（家畜積載車輌の整備）

過疎地域自立促進特別事業
　諸塚村椎茸部会活動事業

諸塚村・ＪＡ

諸塚村・ＪＡ

　 　椎茸原木購入補助
諸塚村

諸塚村

　椎茸種駒購入補助
諸塚村

　椎茸選別補助
諸塚村

(３)経営近代化施設　

　繁殖牛保留増頭事業
諸塚村

　牛舎改善事業
諸塚村

　小規模堆肥舎改善事業
諸塚村

(４)地場産業の振興　

　資源開発推進事業
諸塚村

大径木活用等

　直営農場運営補助
諸塚村・ＪＡ

　椎茸生産施設整備補助
諸塚村

　特用林産物生産振興事業
諸塚村

　園芸作物価格安定補助
諸塚村

　畜産振興センター施設整備
諸塚村・ＪＡ

　堆肥処理施設整備
諸塚村・ＪＡ

　家畜移動車輌整備
諸塚村・ＪＡ・ウッドピア

　産業の振興

－23－
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自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

1 流通販売施設

（価格低落時の価格差補填）

　

（物流対策）

その他

その他

　野菜価格安定対策事業
県・村他 ＪＡ・経済連・生産者

　新青果物一元流通システム化事業
村・ＪＡ

(７) 商業

　商工業振興事業
村・商工会

(７) 商業 　地域商品券発行事業
商工会

過疎地域自立促進特別事業
　自営業者後継者育成・起業支援事業

村・商工会

過疎地域自立促進特別事業
　諸塚商店街まちづくり推進事業

村・商工会

　空店舗対策事業
村・商工会

(８)観光またはレクリエーション

　観光事業推進事業
村・観光協会 施設管理・イベント開催

過疎地域自立促進特別事業
　観光協会組織強化事業

村・観光協会 組織体制整備

過疎地域自立促進特別事業
　交流の村づくり推進事業

村・観光協会 交流事業の企画運営・広報

　観光施設維持管理事業
村・観光協会

　公園・広場等整備事業　
諸塚村

　産業の振興

－24－
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２ 交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進

（１） 現況と問題点

ア 道 路

本村は二級河川である耳川の中流、九州山地の東側に位置し、車道は村内総

延長 1,171.5km となっている。そのほとんどが谷間や山の斜面に開設されたも

のであり、屈曲が多く自然災害に弱い道路である。

国道 327 号は、日向市を起点として、耳川沿いに日向市東郷町、美郷町西郷区

を経て本村を通り､椎葉村から熊本県山都町に至る耳川水系全域の生活、経済、

産業、文化を繋ぐ主要な幹線道路である。現在、日向市から本村中心部を通り、

隣接の椎葉村との境付近までは片側 1 車線化までの改良が済み、本村中心部か

ら日向市までは車で約 50 分と依然に比べ大幅に短縮された。国道 503 号は、本

村中心部より、隣接の五ヶ瀬町を経て、熊本県山都町に至る道路で、本村側の

起点から五ヶ瀬町までの改良率は 71.8％であるが、村内区間のみで見ると

57.1％と低く、今後の改良が必要である。また、五ヶ瀬町との境界に位置する

飯干峠は冬期の積雪や凍結により全面通行止めとなることが多いことから、ト

ンネルの開設について長年、国・県に要望しているが、実現に至っていない。

その他に村内に県道が 2 路線あり、既存の国道を補完し、地域住民の産業、生

活主要道であると同時に、通学バスが通る路線としても極めて重要な役割を果

たしている。これらの路線は、舗装は全て終わっているが、未改良区間が多い

ため、幅員が狭く離合困難な箇所が多い。また、風水害等による通行不能が度々

起きるなどの支障を来たしており、早急に改良を進める必要がある。

村道は、別表のとおりで主要村道 8路線 35.5kｍ、一般村道は 176路線 472.9km

で、総延長 508.4km となっている。村道は村内全集落を網羅し、集落間や隣接

町村との境界まで連絡され、村内路網の大きな部分を構成しているが、1･2 級村

道で改良率 2.6％、舗装率 100％、一般村道で改良率は 5.2％、舗装率 22.1％と

まだ改良率が低く、現在、年次的に整備を進めている。さらに、村内には村道

だけでも橋梁が 51 橋あり、最も古い昭和 33 年架設のものを初め、老朽化によ

り危険性が懸念されるものがあり、長寿命化等の対策が急がれる。

また、国・県道の維持管理は県土整備部が公費で行っているが、村道、林道

等の沿道の除草作業はそのほとんどを地元住民の出夫により実施している。し

かし、近年では集落人口の減少と高齢化により地元住民の負担が過大となって

いるところもあり、今後の対策が必要である。

イ 林道・農道

林道は、村土の 92％を占める森林資源の管理道としての重要な役割を担って

おり、また集落間を結ぶ生活幹線道としての性格も強く、利用度、交通量等に

おいて重要な路線が多い。このため、林産物の生産性を高めて村民所得の向上

を図るために、積極的に整備を行っている。現在、幹線 11 路線 113,047m、その
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他の林道 31 路線 63,854ｍで総延長 176,801ｍに及んでいる。舗装率は、幹線で

90.1％であるが、その他林道は 60.4％に止まっている。また、開設年の古い林

道は古い規格で開設されているため、急カーブが多く、幅員も狭く、わずかな

路肩決壊でも交通止めをしなければならない状況にある。したがって、早急な

改良、舗装、安全施設や防災施設の充実、路面の補修管理等が必要で、多くの

課題を抱えている。また、村内全体を見ると、森林資源があっても道路密度が

低いところも多く、適正な森林管理のためにはさらに林道開設が必要な状況に

ある。

農道は 31 路線、総延長 16,960ｍが開設されている。農業生産基盤としての農

道整備は重要な案件であるが、山間地にあることから耕地面積や農家戸数要件

に該当する箇所が少なく、財源としての国の補助事業が使えない状況である。

このため優先的に整備が必要な箇所については県及び村の単独事業で整備して

いるが、財政事情から整備が遅れている現状である。

諸塚村の道路状況

国 道

               平成 26 年 4 月現在（単位：ｍ、％）

路 線 名 区 間 実 延 長
改 良 済 舗 装 済 橋 梁

延 長 改 良 率 延 長 舗装率 個所 実 延 長

327 号

荒谷～

13,578 12,691 95.4 13,587 100 17

  

1039.7椎葉境

503 号
吐の川

  

23,117 13,210 57.1

  

23,117 100 12

  

207.5
～飯干峠
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県 道

              平成 26 年 4 月現在（単位：ｍ、％）

路 線 名 区 間 実 延 長
改 良 済 舗 装 済 橋 梁

延 長 改 良 率 延 長 舗 装 率 個所 実 延 長

諸 塚 諸塚～   

22,466     2,514

   

  

11.2

   

  

22,466 100

   

19

    

318.6高千穂 高千穂

上長川 上長川

7,086

  

  414

  

  5.8   7,086 100 5 27.1
日之影 ～日之影

村 道

               平成 27 年 4 月現在（単位：ｍ、％）

種 別 路 線 数 実 延 長
改 良 済 舗 装 済 橋 梁

延 長 改 良 率 延 長 舗 装 率 個所 実 延 長

１ 級 2 11,085 905 8.2 11,085 100 4 112

２ 級 6 24,382 0 0 24,382 100 4 28

そ の 他 176

         

472,968 24,803   5.2

       

104,375 22.1 43 466

合 計 184

   

508,435 25,708   5.1

    

139,842

    

27.51 51 606

                   資料：宮崎県「道路施設現況調書」

＊舗装率・改良率：小数点 2位以下四捨五入
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林道等

               平成２７年４月現在（単位：ｍ、％）

種別 路線数 実延長
舗 装 済 橋 梁

延 長 舗装率 個所 実延長

林 道
42

     

176,801

   

140,304

  

79.4 39

    

700.7

農 道
31

    

16,960

     

13,650

  

80.5 3 43.3

作業道   －
    

403,056 0.0 
－ －

合 計
73

       

596,817 153,954 25.8 42 744.0

                       資料：諸塚村役場建設課

＊舗装率・改良率：小数点 2位以下四捨五入

ウ 交通

本村は山間地にあり、しかも、人口が少ない地域であるために公共交通機関

が限られており、移動手段は、自家用車中心で行われている。しかし、自ら移

動手段を持たない高齢者や児童・生徒等の交通弱者については、バス等、何ら

かの公共交通機関を必要としている。

交通体系は、バス事業者に運行を依頼し、本村と隣接の美郷町、さらに日向

市を結ぶ定期路線が 1 路線、本村と隣接の椎葉村を結ぶ廃止路線代替バス 1 路

線、村内地域バス 3 路線が運行され、高齢者や児童・生徒の日常生活を支える

重要な交通手段となっている。

現在運行している村内地域バスは、国・県道のみの運行となっており、自宅

からバス停までの距離が遠くて不便な地域が数多く点在している。このため、

これらの地域に住む交通弱者対策として、平成 21 年度から 10 人乗りのジャン

ボタクシーを活用したデマンド型タクシー運行事業を村がバス事業者に委託し

て実施している。この事業は、村内集落と村中心街を 11路線で結び、低料金で

週 1 回運行するというもので、あらかじめ登録した利用者が、運行カレンダ－

を見て、委託先に乗車日と乗車場所を連絡し、それを受けた委託先がタクシー

を配車するというものである。

しかし、利用者にとっては、運行頻度が限られていることや目的地が複数あ

る場合に自由が効かないこと、さらに、集落を循環して利用者を乗せるために、
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最初に乗った人が長時間乗車を強いられることもあり、不便な面や苦情も多い。

高齢化の進行とともに交通弱者がさらに増えることは確実であり、今後とも最

善の方策を検討していくことが必要である。

定期バス運行状況

区   分 行  先 運行回数 所 要 時 間

諸塚を基点として

日  向 5.0 回 1 時間 34 分

椎  葉 3.5 回 1 時間 1分

立  岩 3.0 回 35 分

柳原を基点として
飯  干 3.0 回 46 分

荒  谷 1.5 回 31 分

エ 電気通信施設

平成 12 年度に防災無線施設の整備に取り組み、全世帯に受信機を設置した。

これにより、防災はもとより、村内全戸に定時のお知らせ利用等が可能となり、

村内の情報共有に大いに活用されている。今では村民生活に欠かせない施設と

なっているが、施設の老朽化への対応やアナログ電波を使っていることから、

早急にデジタル波に変えるための機材更新の必要性が出てきている。

インターネット環境では、情報通信格差の解消のため、村内全世帯並びに各

地域にある集会施設等に光ファイバー網による高速ブロードバンド社会に対応

したハードの整備を平成 22 年度に実施した。しかし、施設の維持費の負担が大

きいことやその施設の有効活用が今後の大きな課題である。

携帯電話は、電話会社によっては、村内のあちこちに不感地域がある。屋外

で働く農林業者や野外型の観光施設が多い村内に訪れる観光客にとって携帯電

話は必要性が高く、様々なところから要望が村に寄せられており、対応が急務

である。

テレビは、村内の過半が難視聴地域であることから、地上デジタル放送移行

に伴う新たな難視聴地区対策として、平成 22 年に村内全域に光ファイバー網を

敷設し、村内全世帯が地上デジタル放送を視聴できるようにし、さらに、高速

ブロードバンド社会に対応できる環境をも整備した。

行政情報化については、IT コストの負担軽減を図りながら、村民生活の質の

向上に繋げることが重要である。

オ 地域間交流

本村では、都市部の人達と地域住民が農作業体験や山村文化に触れる機会を

通して交流を深める「体験型交流ツアー」を平成 10 年度から村観光協会を窓口
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に始め、地域の活性化に繋げてきている。近年は、交流事業が村民に浸透し、

体験事業を積極的に受け入れる集落も増え、農家民宿や民泊に取り組む意欲的

な家庭も多く出てきている。今後は、移住定住に繋がるように観光協会の体制

を強化するとともに、地元住民自らで企画し運営する受け皿づくりが求められ

る。

（２）その対策

ア 道 路

村内を通る国道 503 号については、未改良区間が 4 割を超える状況であり、

隣接の五ヶ瀬町とともに国道 503 号整備促進期成同盟会を組織して、町村境と

なっている山越え路線を解消すべく、飯干トンネル開設を含めて全面改良を関

係機関に強く要望している。また、主要地方道諸塚高千穂線と一般県道上長川

日之影線についても関係機関に早期の改良を強く要望している。

村道については、村内各集落と中心街を結ぶ最短の生活道を中心に改良や舗

装整備を重点的に取り組む。舗装については、集落から国・県道へ通じるバイ

パス道や各集落間連絡道の整備を年次計画的に進める。これらは村民の日常生

活に欠かせない道路であるが、経年劣化が目立っており、優先順位の高い路線

から積極的に補修に取り組むとともに、地元住民との協働による道路維持管理

の体制強化に努めていく。また、橋梁の長寿命化を図るため、補修計画を策定

して、順次、年次的に対策を講じる。

イ 林道・農道

森林や農地の適正な管理を促進するとともに、農林産物の搬出コストの低減

を図るため、今後も年次計画的に開設、改良、及び舗装に取り組む。

ウ 交通

村内地域バスについては、平成 20 年 9 月に「諸塚村地域交通計画」を策定し、

効率的で利便性の高い交通体系を構築するため、それまでの交通体系を一部改

善するとともに、将来に向けての基本的な計画を設定した。

今後も引き続き、利用状況の把握を行い、必要に応じて計画の見直し等を行

い、ニーズに対応した交通体系の構築に努める。

公共交通の機能強化を図り、住民の利便性を向上させるためには、大きな財

政負担を伴うが、さらに高齢者等の交通弱者が増加することは確実であり、今

以上の交通利便性の向上と効率的な地域交通システムの構築に努める。

  

エ 電気通信施設

平成 22 年度に FTTH 整備（ファイバー・トゥ・ザ・ホーム）を整備した。こ

の施設を活用して、教育、行政、福祉、医療、防災などの地域イントラネット
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を充実させるとともに、民間活力も導入しながら、ネットワーク網の運営管理

を推進する。

即時性や同時大量伝達機能の特性を活かし、効率的な運用と多彩な利用がで

きる情報通信システムづくりを進めながら、産業・医療・教育・福祉・防災等

の様々な住民サービスへの積極的な利活用を推進する。また、デジタル波対応

のための機材更新を行う。

携帯電話は、屋外で働く農林業者や多くの野外型の村内の観光施設に訪れる

観光客にとって必要性が高いため、移動通信用鉄塔を整備し、さらに不感地帯

の解消を図る。

また、整備した光ファイバー網を活用して平成 25 年度には各家庭へのラジオ

配信を開始したが、地形的環境から屋外においては、ラジオ受信ができない所

が多いことから、ラジオの通信障害解消施設を整備し、防災面での情報伝達手

段を確保する。

オ 地域間交流

体験交流ツアー（諸塚型エコツアー）も回数を重ね、リピーターも定着し、

インターネットによる情報発信や口コミなどで、新たな参加者も増加し、村を

理解してくれる人々が増え、さらに村内産物の流通にも繋がってきている。今

後は、交流事業を中心となって進めている観光協会の職員確保や資質向上のた

めの研修などを通じて、運営体制を強化し、よりレベルの高い交流事業に取り

組む。また、引き続き、交流に活かせる地域資源の発掘と商品化を行い、受入

の幅を広げる。さらに、集落が希望すれば、地元住民で企画し運営を行えるよ

う、地域住民や自治公民館、民間団体等との連携を深める。また、受け入れ集

落での交流拠点の整備や施設の維持管理、持続可能な運営体制の構築などの支

援を行うとともに、視察研修や講習会等を定期的に行い、地元指導者の育成に

も取り組む。
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（３）計画

2

村 1

道路 L= 500 m

村 2

L= 752 m

村 3

L= 1,500 m

村 4

L= 100 m

村 5

改良L= 100 m 舗装L= 2500 m

村 6

L= 250 m

村 7

L= 250 m

村 8

L= 200 m

村 9

L= 200 m

村 10

L= 200 m

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

ア　道路

　交通通信体系の整備、情報化及び地域
間交流の促進

（１）　市町村道 　大白尾宮の元線　改良
諸塚村

　荒谷中の又線　改良
諸塚村

　柳原吐の川線　改良
諸塚村

　吐の川松の平線　改良
諸塚村

　鳥越尾手の尾線　改良・舗装
諸塚村

　家代北郷線　改良
諸塚村

　黒葛原川の口線　改良
諸塚村

　橘平川の口線　改良
諸塚村

　大椎吐八重の平線　改良
諸塚村

　松の平方川線　改良
諸塚村

－32－
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自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

村 11

2 改良L= 100 m 舗装L= 400 m

村 12

道路 改良L= 100 m 舗装L= 400 m

村 13

L= 150 m

村 14

改良L= 150 m 舗装Ｌ＝ 500ｍ

村 15

L= 100 m

村 16

L= 310 m

村 17

改良L= 100 m 舗装L= 500 m

村 18

L= 300 m

村 19

L= 300 m

村 20

L= 200 m

村 21

改良L= 200 m 舗装L= 300 m

村 22

L= 200 m

　中尾池の窪線　改良 ・ 舗装
諸塚村

　猿渡奥畑線　改良 ・ 舗装
諸塚村

　小薮市の川内線　改良
諸塚村

　飯干小原線　改良・舗装
諸塚村

　松原本村線　改良
諸塚村

　戸下下内の口線　改良
諸塚村

　匹谷星の久保線　改良 ・ 舗装
諸塚村

　弓木上合鴫線　改良
諸塚村

　八重合鴫線　改良
諸塚村

　戸下黒原線　改良
諸塚村

　梅の木井手の平線　改良・舗装
諸塚村

　宮の元只石線　改良
諸塚村

　交通通信体系の整備、情報化及び地域
間交流の促進

ア　道路

（１）　市町村道

－33－



第2章　長期ビジョン
２　交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

村 23

2 L= 200 m

村 24

道路 L= 200 m

村 25

L= 200 m

村 26

L= 450 m

村 27

改良L= 100 m 舗装L= 300 m

村 28

L= 150 m

村 29

L= 600 m

村 30

L= 100 m

村 31

L= 100 m

村 32

L= 100 m

　おて水小原井線　改良
諸塚村

　砂田の元塚原線　改良
諸塚村

　猟師薮紋原線　改良
諸塚村

　一号橋弓木線　改良
諸塚村

　塚原古原線　改良 ・ 舗装
諸塚村

　立岩上長川線　改良
諸塚村

　万ヶ原紋原線　舗装
諸塚村

　柳原家代線　改良
諸塚村

　恵後の崎線　改良
諸塚村

　塚原七ッ山線　改良
諸塚村

ア　道路

　交通通信体系の整備、情報化及び地域
間交流の促進

（１）　市町村道

－34－
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自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

　塚原川の口線　改良 村 33

L= 100 m

2 村 34

L= 100 m

道路 村 35

L= 100 m

村 36

L= 100 m

村 37

L= 100 m

村 38

L= 100 m

村 39

L= 100 m

村 40

L= 100 m

村 41

L= 100 m

村 42

L= 100 m

村 43

L= 500 m

　家代野川線　改良 諸塚村 村 44

L= 100 m

諸塚村

ア　道路 　小水流川の口線　改良
諸塚村

　交通通信体系の整備、情報化及び地域
間交流の促進

（１）　市町村道

　立岩七ッ山線　改良
諸塚村

　立岩祝の迫線　改良
諸塚村

　草木原川の口線　改良
諸塚村

　橋詰湯の戸線　改良
諸塚村

　古川尾野線　改良
諸塚村

　梅の木線　舗装
諸塚村

　赤木橋日ヶ暮線　改良
諸塚村

　宮の元家長線　改良
諸塚村

　大平仲畑線　改良
諸塚村

－35－
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自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

　山瀬村中線　改良 諸塚村 村 45

2 L= 100 m

　童子滝小原井峠線　舗装 諸塚村 村 46

道路 L= 800 m

　上只石中村線　舗装 諸塚村 村 47

L= 500 m

　戸下清川線　舗装 諸塚村 村 48

L= 300 m

村 49

L= 500 m

村 50

L= 300 m

村 51

L= 100 m

村 52

L= 300 m

村 53

L= 600 m

　合鴫水源地線　舗装
諸塚村

　小布所黒原線　舗装
諸塚村

　松の平上方線　改良
諸塚村

ア　道路

　吐の川松の平線　改良
諸塚村

　オオゴナ線　舗装
諸塚村

　交通通信体系の整備、情報化及び地域
間交流の促進

（１）　市町村道

－36－
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自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

村 54

L= 500 m

2 道路 村 55

L= 500 m

村 56

　　

農 1

L= 1,000 m

農 2

L= 220 m

農 3

L= 150 m

　諸塚山西スカイライン　開設・舗装 諸塚村 林 1

舗装L= 3,000 m

　黒岳線　開設 諸塚村 林 2

L= 3,000 m

　野々崎線　改良 諸塚村 林 3

改良L= 1,200 m 　 　 　

　松尾線　開設・舗装 諸塚村 林 4

L= 1,200 m 舗装Ｌ＝ 1,000m

　平田組下の八重線　舗装
諸塚村

　下長川桂線　舗装
諸塚村

　道路維持管理体制の整備
諸塚村

　

（２）　農道 　中村１号線　改良
諸塚村

　

　奥畑線　改良
諸塚村

（３）　林道

　向の原線　改良
諸塚村

　交通通信体系の整備、情報化及び地域
間交流の促進

ア　道路

（１）　市町村道

過疎地域自立促進
特別事業

－37－
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２　交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

　川内片桐線　開設・舗装 諸塚村 林 5

L= 1,840 m 舗装Ｌ＝ 1,000m

2 　林業専用道路整備事業　中崎線 諸塚村 林 6

開設L= 300 m 　 　 　

　林業専用道路整備事業　内の口線 諸塚村 林 7

開設L= 3,000 m 　 　 　

　大仁田山線　舗装 諸塚村 林 8

舗装L= 3,720 m

　川内・奥村線　改良・舗装 諸塚村 林 9

改良L= 100 m 舗装Ｌ＝ 1,000m

　古野線　舗装 諸塚村 林 10

舗装L= 1,000 m

　小原井峠線　舗装 諸塚村 林 11

舗装L= 1,286 m

　牧野線　舗装 諸塚村 林 12

舗装L= 1,200 m

　伊友線　改良 諸塚村 林 13

改良L= 125 m

　小原井財木線　改良 諸塚村 林 14

改良L= 1,000 m

　矢村線 　　　改良 諸塚村 林 15

改良L= 100 m 　 　 　

諸塚村 林 16

改良Ｌ＝ 1,300 m 舗装Ｌ＝ 1,000 m

諸塚村 林 17

改良L= 1,000 m

諸塚村 林 18

改良L= 100 m

　伊の川内線　改良

　川内線　改良・舗装

　幸重谷線　開設

　

　交通通信体系の整備、情報化及び地域
間交流の促進

（３）　林道

－38－
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２　交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進

（３）計画

2

集落の交流施設整備

人材育成研修等

村内廃止路線代替バスの運行

近隣市町村を結ぶバスの運行

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

　定期路線バス運行事業
諸塚村

(５)　電気通信施設等情報化のための施設

　交通通信体系の整備、情報化及び地域
間交流の促進

　高度情報通信網の運営管理

諸塚村光ファイバーネットワーク網の維持管理
諸塚村

　地域間交流事業の推進

諸塚村

　地域間交流施設整備
諸塚村

　地域路線バス運行事業
諸塚村

　防災行政システムの構築 諸塚村

その他の情報化のための施設

（１０）　過疎地域自立促進特別事業

(９)　地域間交流

過疎地域自立促進特別事業

－39－
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３ 生活環境の整備

（１）現況と問題点

ア 給水・排水施設

村が管理する簡易水道施設は、塚原、家代、七ツ山、諸塚、滝の下の村内 5

地区に設置されている。その他の 11 の地区は、集落の規模や地形的な条件面で

簡易水道としての整備は困難であることから、有利な補助事業等を活用して飲

料水供給施設を年次的に整備している。

本村の排水施設は、集落の規模や地形的な制約から合併処理浄化槽によるも

のが大半であるが、村中心部の諸塚、滝の下の 2 地区の一部については、特定

環境保全公共下水道の整備をしている。この下水道と合併処理浄化槽による生

活排水処理率は、平成 26 年度末時点で約 96％となっている。

し尿処理は、本村と隣接の美郷町並びに椎葉村の 3 町村で設置している入郷

地区衛生組合において処理している。この組合では平成 14 年度に施設更新を行

い、し尿と生ごみをいっしょに処理した汚泥を肥料化することができるように

なっているが、圏域の人口減少に伴い、処理人数が減ってきており、その施設

の管理運営費の負担が大きくなってきている。

イ 廃棄物処理施設

廃棄物処理については、環境問題の高まりから、処理に関する規制が厳しく

なり、耳川流域を一つの圏域とする 1 市 2 町 2 村で構成する日向東臼杵南部広

域連合で行っている。ごみは、可燃、資源及び不燃ごみに分別収集し、可燃ご

みと生ごみは、広域連合で運営している焼却施設で焼却している。資源ごみと

不燃ごみは、村内各地区単位で村内委託業者が収集し、村の 1 箇所に貯留した

後、村外業者に再委託して処理している。

広域連合を構成する市町村の中で、最終処分場を持たない門川町、美郷町、

諸塚村、椎葉村の 4 町村の経費負担が最終処分場を持つ日向市に比べると大き

くなっており、早期の対応が必要である。

ウ 住宅整備

村が管理している住宅は、公営、村営（村単住宅）、特定公共賃貸、山村定住

住宅の 4 種類あり、全体数が 122 戸となっている。村民の住宅ニーズは、核家

族単位での居住要望が強く、公営住宅のニーズは依然として衰えていない。平

地が少ないという地形上の制約から新たな宅地の確保は難しいものがあること

から、集落の活性化を図るために、集落内の空き家活用についても取り組んで

いる。また、これまで、村中心部に集中していた村有住宅は、集落の活性化を

図る観点から中心部を離れた集落においても集落の将来を見据えた上で、建設

場所を確保して設置している。
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公営住宅は、現在 34 戸を管理しており、建築年次では、平成元年度の建物が

最も古く、老朽化しているため、古い建物から順次、建替えや改修を実施して

いく必要に迫られている。

村有住宅（単独住宅）については、現在 32 戸を管理しており、建築年次で見

ると昭和 45年度の建物が最も古い。昭和 56年以前の建物は旧耐震基準であり、

現在の耐震基準を満たさない可能性があるため、耐震診断の結果によっては、

耐震補強や建て替え等への対応が必要となってくる。

特定公共賃貸住宅は、現在 34 戸を管理している。公営住宅では対応できない

中堅所得者等や共働き世帯、単身者を対象に整備している。平成 8 年度のもの

が最も古い建物となっている。

山村定住住宅は、平成 7年度から建設を始めて現在 22 戸を管理している。こ

の住宅は管理開始後 22 年を経過し、入居者が今後もさらに現住宅に入居し続け

る意思があれば、適正な価格で譲渡できるものであり、今後は譲渡処分を積極

的に行う必要がある。

村有住宅は経年劣化が著しく、その維持管理に今後多大な経費が必要であり、

長寿命化計画を策定し対処していく必要がある。

エ 消防・防災施設

本村における防災全般（災害、救助、救急等業務）においては、唯一の組織

が消防団で常備組織が無いために全ての業務に対応が必要となっている。

しかしながら、その消防団も人口減少で、定数を下回る状況が続いているた

めに、平成 28 年 4 月から定年年齢を 43 歳から 45 歳に引き上げるとともに、再

入団制度を創設し、消防団員の確保に努めている。

施設は、消防ポンプ車・小型動力ポンプ付き水槽車・積載車・多機能車（救

助資機材搭載型車輌）が各 1台、小型積載車 8台、小型動力ポンプ 68 台、防火

水槽 103 基、簡易消火栓 310 基が整備されているが、一部では老朽化が進んで

おり、計画的な更新が必要である。防災無線設備についても老朽化が進んでい

ることとデジタル通信に対応した施設更新が必要になってきている。

団員の減少等により消防団の機能低下は深刻化し、災害発生時の対処が団員

だけでは困難となったため、平成 9 年 3 月に消防団ＯＢ等により発足した諸塚

村消防支援隊と協力し、地域住民と一体となって地域防災にあたっている。

平成20年度より消防の常備化について、近隣町村と協力して検討した結果を、

平成 21 年度に常備化に係る概算経費としてまとめ、庁舎建設、各種消防救急車

両・無線設備・装備品等を整備するには、大きな財政負担が必要となることを

改めて確認したところである。

平成 28 年 4 月に美郷町、諸塚村及び椎葉村の 3町村合同で消防用救急無線の

整備を行い、3町村はもちろん、近隣の常備消防本部との通信手段を整備する予
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定で、連携した消防活動の充実を図る。しかし、自治体の防災対応に対する役

割が年々高まってきていることへの対応や住民のニーズ等を見極めながら、常

備化については今後も継続して検討を行っていく必要がある。

オ 自然環境の保全

諸塚村は、モザイク林に象徴される針広混交林の環境共生林が多くあるほか、

諸塚山や村内最高峰である黒岳には、九州でも有数の貴重な自然が残っている。

これまでも、全村森林公園化構想を掲げ、あるがままの美しい森林自然景観の

整備を始め、地域に残る伝統的な郷土景観や貴重な伝統行事の保存伝承を基本

として、森林や林業と共生した美しい集落景観、癒しの交流空間の創造に努め

ている。2004 年には、環境にやさしい森づくりの成果が認められ、FSC 森林認

証を村ぐるみで取得している。また、諸塚村自然環境保護条例を制定し、将来

に向けて村民の貴重な財産である健康で美しい自然環境を保護することを推進

している。

特に、県の天然記念物に指定されているシコクフクジュソウについては、自

生地の保護及び増殖事業を行う。また、村の最高峰である黒岳周辺は植物実態

調査を行った結果、平成 22 年 3 月に宮崎県野生動植物の保護に関する条例に基

づく「重要生息地」として指定された。ここには、キレンゲショウマの群生地

や新種のモロツカウワミズザクラ等があり、保護すべき貴重な自然が残されて

いる。しかし、貴重な植物へのシカ、イノシシなどによる食害も進んでおり、

ここでも有害鳥獣対策が必要になっている。

今後も豊かな自然を求める観光客の増加が見込まれるため、貴重な植物の過

剰な採取や盗掘、放置ゴミ等による自然景観の汚染が懸念される。こうした問

題に対処するため、「空き缶等散乱防止条例」を制定したが、法による規制はま

だ不十分であり、村民一体となった環境美化意識の高揚とその実践も重要であ

る。

（２）その対策

ア 給水・排水施設

村内にある簡易水道施設や飲料水供給施設は、それぞれ老朽化が進んでおり、

台風等による風水害により損害を被るものもあるため、計画的に施設の改修に

取り組む必要がある。また、小規模集落等の一部においては飲料水供給施設で

さえ整備されていないところもあり、可能な限り国・県の支援制度も活用して

整備を進める。

排水施設については、平成 15 年度から合併処理浄化槽の維持管理に対する助

成事業も開始したところであるが、今後も引き続き合併処理浄化槽の整備事業

を計画的に推進する。また、村の中央地区に整備された特定環境保全公共下水
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道施設の維持管理も合わせて行う。さらに、し尿処理は、継続して美郷町及び

椎葉村と設置している入郷地区衛生組合において処理する体制を維持する。

イ 廃棄物処理施設

廃棄物処理については、従来に引き続き日向東臼杵南部広域連合において取

り組む。今後も広域連合で管理している焼却施設等の適切な維持管理について

は参加市町村と密接な連携を図り対応する。また、資源ごみと不燃ごみについ

ては、引き続き、村内各集落から収集し、1箇所で貯留した後、村外業者に委託

処理する。

また、現在最終処分場を持たない門川町、美郷町、諸塚村、椎葉村で計画し

ている処分場やリサイクルプラザ建設等も模索しながら、可燃ごみ、資源ごみ

及び不燃ごみの全てを広域的に処理するための体制づくりと具体的な施設整備

に取り組む。

ウ 住宅整備

地形的要件で新規の住宅用地の整備が難しいことから、今後も耐用年数が経

過し、老朽化したものから順に計画的な村有住宅の建て替えを行う。合わせて、

将来に向けての維持管理費用を抑制するため長寿命化計画を策定し維持管理に

努める。山村定住住宅においては、その目的に沿って譲渡処分を積極的に推進

する。

新たに住宅を整備するに当たっては、村内中心部のみではなく、個々の集落

の活性化に配慮して設置場所を選定し、整備を行う。

さらに、住民の持ち家についても増改築等に対する支援や高齢者や障がい者

等のための住宅のバリアフリー化等、快適な住環境の整備を促進する。

また、村内のがけ地等災害危険箇所にある住宅の移転にも取り組む。

エ 消防・防災施設

消防については、老朽化している小型ポンプ等の機材の計画的な更新や各集

落にある消防施設の整備強化を推進する。また、防災行政無線のデジタル化の

ための施設整備を行う。

防災については、村内には多数の災害危険箇所が存在することから、普段か

ら現地調査を定期的に行い、最新の現状を把握するとともに整備が必要な箇所

においては防災工事を徹底して行う。また、防災行政無線等をフルに活用して

災害が予測される場合や災害発生時の緊急連絡体制をさらに強化する。さらに

防災避難施設の整備を行う。

オ 自然環境の保全

生物多様性の保全への機運が高まっており、これまでの環境共生の森づくり
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を引き続き進めるとともに貴重な動植物の実態調査を行うほか、鹿ネット設置

などによる有害鳥獣からの保護対策や、盗掘防止のための保護条例の制定や啓

発看板、チラシの作成等の保護対策を充実させる。

また、地元住民の保護のための過剰な負担を軽減し、地域の誇りを持って行

う持続可能な取り組みとするために、保護と合わせて、エコツアーなどに活用

し、適切な管理の下に観光資源化を行うことにも取り組み生物多様性の維持と

経済活動の両立を図り、地域活性化を図る。

さらに、村民一体となって環境美化運動を推進するため、公民館活動などを

通じて村民の意識の高揚を図る。また、空き缶拾い等、村民自らが自らの意志

で参加するボランティア活動等の取り組みも推進する。
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３　生活環境の整備

（３）計画

3

　生活環境の整備 簡易水道

　

　

その他

12 台

10 基

10 箇所

2 棟

1 式

1 台

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

（１）　水道施設

　飲料水供給施設整備事業
諸塚村

過疎地域自立促進特別事業
　簡易水道施設維持管理事業

諸塚村

（２）　下水処理施設

　合併浄化槽設置整備事業
諸塚村

過疎地域自立促進特別事業
　下水道施設維持管理事業

諸塚村

広域連合

　入郷衛生組合負担金
入郷衛生組合

（３）　廃棄物処理施設

　可燃ごみ収集委託事業
諸塚村

（４）　消防施設

　小型ﾎﾟﾝﾌﾟ整備
諸塚村

　防火水槽整備
諸塚村

　広域連合最終処分場建設負担金
広域連合

　広域連合焼却施設建設負担金
広域連合

　広域連合焼却施設運営負担金

　消火栓整備
諸塚村

　 　消防機械庫
諸塚村

　無線機器類整備・維持管理
諸塚村

　消防ﾎﾟﾝﾌﾟ車整備
諸塚村

－45－
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自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

3

　生活環境の整備

2 戸

15 戸

5 戸

5 戸

防災

避難施設整備事業

（５）　住宅整備

　がけ地近接危険住宅移転事業
諸塚村

　村有住宅建設（建替）　事業
諸塚村

　公営住宅改善事業
諸塚村

　宅地造成事業
諸塚村

（６）　過疎地域自立促進事業
　生物多様性保全事業

諸塚村
自然資源調査・有害鳥獣対策・保護政策

　山村定住住宅（建替）事業
諸塚村

（７）　その他 　災害危険箇所の対策工事
諸塚村

過疎地域自立促進特別事業

　防災避難体制の整備
諸塚村

　地域環境美化活動の推進
諸塚村

－46－
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４ 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

（１）現況と問題点

平成 27 年 10 月現在の高齢化率は 40.8％となっている。今後も平均寿命の伸

びで後期高齢者が増加することと団塊の世代の高齢者、さらに若者世代の減少

で、当分の間、高齢化率は毎年 1％を超える伸びが予想されている。

これにより、介護や医療支援を必要とする人々が急速に増えることが見込ま

れており、入所（院）施設や介護サービスの種類、量が不足することが予測さ

れている。また、核家族化の進行で、高齢者のみの世帯が急増しており、通院

や買い物などの日常生活に必要な交通手段の確保が課題になっている。

保健については、早期発見・早期治療に重点を置いて、各種健診の実施やき

め細かな健康相談、事後指導等を行っているが、集落が点在していることから、

効率的で継続的な指導が難しい。また、専門医療機関が村内に無いことから、

遠距離移動のための経済的負担や通院手段の確保に負担が大きく、早期治療の

遅延が見られる。

障がい者に関しては平成 27 年 3 月末で身体障がい者が 149 人、知的障がい者

や精神障がい者が 38 人となっている。これは、全住民の１１％弱を占める状況

になっている。平成 18 年度から障がい者自立支援法が施行され、これを機会に

市町村の必須事業である地域生活支援事業の中の相談支援事業での相談業務の

体制づくりや、日向・東臼杵圏域で運営される自立支援協議会の設置を行った。

村内では特別養護老人ホーム「もろつかせせらぎの里」の在宅支援部門におい

て知的障がい者に対するホームヘルプサービスを提供するほか、精神障がい者

や腎疾病患者に対する通院費の助成、重度心身障がい者に対する医療費の助成

等を行っているが、施設の入所サービスや通所サービスが必要な場合は村内で

対応出来ないために、村外の施設を利用するしかないのが現状である。

子育て支援については、2015 年 4 月からスタートした「子ども・子育て支援

制度」により、村内保育所の保育体制の整備を図る計画であるが、保育に携わ

る人材の確保や老朽化している施設の整備、さらに零歳児の保育環境の整備が

課題である。

（２）その対策

「誰もがそれぞれの状態に応じて安心して暮らせる地域づくり」を目標に適

正規模の地域包括ケアシステムの構築を図るため、既存の短期入所施設の整備

を始め、高齢者生活支援施設の拡充や各種助成事業、地域包括支援センターの

運営、介護予防、高齢者の生きがい活動支援、老人保護措置などの事業に取り

組んでいる。今後は、健康づくりや介護予防に関する意識の啓発や知識の普及

活動を積極的に行い、住民の当事者能力を高めるとともに、公的サービスで補

完できない部分を各集落の自治公民館組織や高齢者の加入率が 7 割を超える地
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域にある寿会（老人クラブ）等によるインフォーマルサービスの構築を図る。

さらに、これらを適切にコーディネイトする人材の確保と育成にも努める。

また、高齢化と核家族化で低下している家庭力を補完するために、日常生活

に必要な公共交通手段の拡充や生活に必要な日用品の巡回販売、宅配サービス

等の構築を図る。さらに、障がい者が地域において生きがいを持って安心して

暮らすことができる社会参加の環境づくりにも取り組む。子育て支援では、村

中央にある諸塚保育所を 3 歳未満児保育所と位置付けを行い、零歳児からの保

育が可能な施設体制を整備し、子育てによる職場休業や失職の解消を防ぐ体制

づくりに取り組む。



第2章　長期ビジョン
4　高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

（３）計画

4

保育所

　

軽度生活援助事業

日常生活用具給付事業

配食サービス事業

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業

緊急通報システムサービス事業

介護予防教室開催事業

　

ふれあいタクシー運行事業　

高齢者バス運賃助成事業

鍼灸マッサージ助成事業

高齢者住宅改修助成事業

高齢者生活福祉センター運営事業

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

（３）　児童福祉施設

　高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 子ども・子育て支援制度による夜保育事業
諸塚村

諸塚保育所・荒川保育所施設整備事業

（７）　過疎地域自立促進特別事業

　高齢者等包括支援事業
諸塚村

地域包括支援センター運営事業

　介護予防事業

諸塚村

生きがい通所事業　

　高齢者生活支援事業

諸塚村

－49－
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4　高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

4

老人クラブ活動支援事業

敬老事業

シルバー人材センター運営事業

養護老人ホーム入所措置事業

介護給付サービス事業

住宅改造助成事業　

　高齢者生きがい活動支援事業

諸塚村

　老人保護措置事業
諸塚村

　障害者生活支援事業

諸塚村

　高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

（７）　過疎地域自立促進特別事業

－50－
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５ 医療の確保

（１）現況と問題点

本村は、宮崎県の北西部に位置し、交通網の整備が遅れている九州山地の中

にあることから、日常生活の利便性が低い。そうした中、平成 24年に老朽化し

た村立病院を移転新築し、病床数 19 床の有床診療所として再スタートした。こ

の診療所は、常勤医師 2 名で運営を行なっているが、1 名は県派遣医師であり、

派遣の継続が欠かせない状況となっている。他の 1 名の医師も高齢のため、新

たな常勤医師の確保が喫緊の課題となっている。この２名の医師で外来、病棟、

救急医療、加えて当直勤務、さらに訪問医療を行いながら、土日及び年末年始

の休診日には、外部から当直医師の派遣を受け、休日の患者の対応と救急患者

の受入れを行っている。このような状況ではあるが、村内唯一の公的医療機関

として、地域住民の医療に重要な役割を担っている。これからも高齢化の進行

で増えてくることが見込まれている認知症患者への対応や一次医療機関として

の救急患者への対応、在宅医療の推進や終末期医療の提供等、様々な面で活躍

が必要である。

また、旧病院施設から引き継いだ医療機器や設備について老朽化が進んでお

り、計画的な更新も大きな課題となっている。

（２）その対策

平成 24 年に移転新築した諸塚診療所は、それまでの病院体制に比べるとマン

パワーの確保の面で医師数等の基準が緩和されるが、村民の安全安心を確保す

るため、以前の病院当時の医療サービス水準を維持すべく完全看護体制を取り、

医療サービスの低下を招かないよう配慮している。また、移転新築を機にこれ

までの病院施設には無かったＣＴスキャン等の最新式の医療機器の整備や専門

医の不足を補うための遠隔診断システムの導入を行ったが、それ以外で旧病院

から引き継いだ医療機器・設備については老朽化が進んでいることから、平準

化を図りながら計画的に更新を進める。

本村の人口は、平成 27 年 10 月 1 日現在 1,734 人で、65 歳以上の高齢人口は

730 人、高齢化率は、40.8％となっているが、中でも 75 歳以上の後期高齢者は

451 人と高齢者人口の 61.8％を占め、要介護者や認知症患者の増加の問題など

が取り沙汰されている。このような問題に対処するため、医療と保健・福祉・

介護部門とが連携し、地域医療ネットワーク会議を定期的に開催して要支援者

の情報の共有を図り、切れ目の無い支援体制の構築を図っている。また、高齢

社会の進行は、これらの体制だけでは支えきれないのが現状であり、今後は、

さらに幅広い専門機関との連携を含めてのネットワーク構築が欠かせないもの

となっている。さらに、ＩＴＣを活用した電子カルテ化、村内光回線網を活用
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した医療連携を視野にした情報ネットワークの構築についても図る必要がある。

安定した医師確保については「宮崎県医師確保対策推進協議会」に参加し、

県内医療機関に勤務の希望がある医師の情報を得ているが、短期間で成果を得

ることは困難な状況で、引き続きあらゆるチャンネルを通じて継続した働き掛

けを行う必要がある。



第2章　　長期ビジョン
５　医療の確保

（３）計画

5

　医療の確保 診療所（有床）

その他

（１）　診療施設

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自立促進施策区分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

　診療施設整備
諸塚村

　医療機械器具整備
諸塚村

　
諸塚村

　医師住宅整備

　医療連携広域ネットワーク構築事業
諸塚村

（３）　過疎地域自立促進特別事業

　医師招聘事業
諸塚村

計画的な医師確保

－53－
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６ 教育の振興

（１）現況と問題点

ア 学校教育

本村の学校教育は教育基本法を理念とし、宮崎県教育振興基本計画の下「ふれあ

い学習の村」をスローガンに、ふるさとを知り、ふるさとを愛し、ふるさとを誇り

とする人づくり、村づくりを推進するため、ふれあい教育の精神をもって、心身と

もに調和のとれた豊かな人間性を培い、明るい郷土の発展に貢献できる人材の育成

を目指して推進されている。

本村には、幼稚園 1園、小学校 3校、中学校 1校があり、いずれもへき地校であ

る。過疎化と出生率の低下で児童生徒数が減少し、学校経営においても複式学級の

増加や学級数の減となって現れている。平成 27 年 10 月 1 日現在の児童生徒数は村

全体で小学生 90 名、中学生 49 名となっている。

また、就学前の保育機関として幼稚園 1園と保育所 3箇所がある。これらの幼稚

園や小中学校は、それぞれの特色を活かした教育活動の推進を行いながら、一方で

は、集合学習（Ｍ学習）の導入を図ることで、きめ細かな学習に合わせたより集団

的な学習を可能にさせていく取り組みをしている。

さらに、地域を学び、先人達の教えを継承していく地域学習（Ｃ学習）にも取り

組んでいる。

すべての校舎は鉄筋コンクリート造校舎として建設され、大規模改修等も行われ

ており、一応の整備は終了している。耐震化については、小学校 3校では大規模地

震に対応できる耐震指標 0.7 を上回っているが、中学校では一部で基準を満たして

いなかったので、耐震化の改修を行った。付帯施設のプールやグラウンドについて

も整備がなされている。

今後は、児童生徒数の減少による余裕教室や閉校になった学校施設の有効活用が

課題である。

また、学校の情報教育推進のため、全ての学校にパソコン等の ICT 機器整備を進

めている。現在、学校給食費は全額村支援で、給食調理は、諸塚小学校と諸塚中学

校が共同調理方式（幼稚園含）で実施している。残りの２つの小学校は単独調理方

式で行っている。

地理的条件から遠距離通学生には、バス通学並びに徒歩通学生へ通学費支援を行

っている。また、大学・高校・各種学校の就学支援のために、奨学金の制度を設け、

さらに中学校卒業時には全員に支度金的性格の祝金を支給している。



第 2 章 長期ビジョン

６ 教育の振興

- 55 -

児童生徒等の推移

学 校 名
児 童 生 徒 数 2 7 年 学 級 数 2 7 年

教 職 員 数4 5 年 元 年 2 7 年 普 通 そ の 他

諸 塚 小 学 校 339 155 58 6 1 12

荒 谷 小 学 校 100 35 13 3 0 7

七ツ山小学校 176 53 19 3 1 8

立 岩 小 学 校 50 10 － － － －

小 計 665 253 90 12 2 27

諸 塚 中 学 校 430 125 49 3 0 12

合 計 1,095 378 139 15 2 39

  （注）立岩小学校は平成 18 年 4 月 1 日付けで閉校

イ 社会教育

本村の社会教育は、あらゆる年代層において、心身ともに調和のとれた豊かな人

間形成をめざし、生涯学習の観点に立って推進されている。その実現のために、生

涯学習基盤の整備・充実、生涯学習機会の拡充、公民館活動の充実、芸術文化の振

興、とりわけ世代間の「ふれあい活動」を通した地域ぐるみの青少年健全育成、健

康づくりの増進と社会体育・スポーツの振興、各種交流事業の充実を図っていくこ

とを具体的目標に掲げている。

16 地区からなる公民館では、世帯数の減少、核家族化による高齢者のみの世帯

や単身者世帯の増加から様々な活動に支障が出てきているが、本村を守り育てる教

育として、自治公民館活動を核とした「人づくり・村づくり」を今後とも発展させ、

さらに組織としての連帯力・団結力の維持に努めて行く。また、災害・緊急時に何

らかの援助を必要とする世帯への対応等についても身近なところでの自治公民館

内での相互支援体制の確保に努めている。今後は、子ども会・青年部会・婦人部会

等の活動を通じて社会教育関係団体の充実に努めるとともに、村内各種団体、関係

機関有識者等で構成する社会教育委員会の中で取り組み全般についての意見聴取

や具体的な実践について理解と協力を求めていく。また、生きがいづくりの高揚を

促す学習機会の拡充のため、各種学習教室の開催、自主学習グループの育成や学習

ニーズに対応する講師団名簿の作成と活用、公民館活動や婦人部会、青年部会、子

ども会、これから学園等の活動の機会を通じて、学習機会設定の奨励や中央公民館

等の社会教育施設、村体育館等の体育施設の開放を行い、学習環境の充実をさらに

促進していく。

また、花いっぱい運動やあいさつ運動を推進するとともに、中央公民館図書室の

図書利用の促進を図り、村民が本に親しむ運動も展開していく。また、放課後の子

ども達が安心して活動できる場の確保を図り、子育ての支援・相談体制も充実させ
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ていく。

社会教育施設については、中央公民館や各地区にある公民館、集会施設、さらに

木工や陶芸等、各種の学習目的に合わせた生涯学習施設、貴重な資料が収蔵されて

いる民俗資料館等がある。今後は、更にその有効活用を図るとともに、住民の新た

なニーズに対応した建物の整備が必要である。また、スポーツ施設等については、

総合運動公園を中心に活用されているが、さらに村内外者のスポーツ交流施設とし

て幅広く活用できるように、適切な施設の維持管理と新たなニーズに対応した施設

整備が求められている。

体育・スポ－ツでは「行事参加型」活動から「日常生活型」活動への移行を図り、

健康づくりに対する意識の高揚を図り、明るく豊かな家庭づくりを進め、ひいては

郷土づくりに繋がる体育・スポーツの振興を推進していく。

（２）その対策

① 地域社会に開放された安全な学校施設を計画的に整備する。

② 子どもを取り巻く家庭や地域全体でのふれあい教育を推進する。

③ 教職員住宅については、それぞれの教育現場の環境に合わせて整備する。

④ 子育て支援策の一環として、保育所、幼稚園・小中学校における給食費の保護

者負担の軽減を行う。

⑤ 遠距離通園（所）・通学者の保護者負担の軽減策を講じる。

⑥ 幼保一体化や各地域にある小学校の存続を図るための対策を検討するとともに、

小中一貫校の必要性についても検討する。

⑦ 幅広い社会教育や生涯スポーツのニーズに対応したリーダーの確保と養成に取

り組む。

⑧ 村内外、海外を含めて村民の交流事業を推進し、新しい時代に対応した人材を

育成する。

⑨ 人口減少や高齢化に対応した公民館施設や活動のあり方を積極的に協議し、実

践できることから計画的に取り組む。

⑩ 中央公民館やその内部にある図書室及び生涯学習関連施設の整備・充実を進め

る。

⑪ 既存の社会教育、体育施設の整備・充実とスポーツ交流等の促進に資するため

の新たなニーズに対応した施設整備を行う。

⑫ 高校、専門学校及び大学等への進学を希望する子ども達向けに、学習支援や奨

学金制度、入学一時金支援制度等を充実させる。さらに、村へＵターンを希望

する進学者向けに帰村した場合の一部返還免除を盛り込んだ奨学金制度も充実

させる。

⑬ 立岩地区にある校舎の有効活用を図る。
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（３）計画

6

　教育の振興

屋内運動場

教職員住宅

その他

公民館 老朽化部分改修

ニーズに応じた施設の改修

集会施設

老朽化部分改修

ニーズに応じた施設の改修

体育施設

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

諸塚村

　遊具の点検・整備
諸塚村

（１）　学校教育関連施設

　老朽屋根塗装等の整備
諸塚村

　教職員住宅建設・改修
諸塚村

　野球場人工芝の整備
諸塚村

（３）　集会施設、体育施設等

　各地区公民館改修

村・公民館

　各地区集会所改修

村・公民館

　総合グラウンド周辺整備

－57－
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自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

6 体育施設

　教育の振興

給食費の100％助成

高校・各種学校・短大・大学生

中学卒業時の支度金

　屋内プール棟の整備
諸塚村

（４）　過疎地域自立促進特別事業

　幼稚園・小・中学校給食費助成
諸塚村

　遠距離通学児童生徒助成

諸塚村バス通学（幼・小・中）定期券代の助成

遠距離徒歩通学生への送迎助成

　奨学金貸付金
諸塚村

　中学校卒業祝い金
諸塚村

　廃校施設活用
諸塚村

廃校校舎を活用した集落活性化施設整備事業

－58－
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７ 地域文化の振興等

（１）現況と問題点

人間性豊かな地域社会を創出するためには、芸術・文化の振興は欠かせない。

そうした中で、本村は地理的条件から日常生活において優れた芸術や文化にふ

れる機会に恵まれないことから、芸術家を村内に招聘して学習活動や演劇公演

の開催、コンサート等の村内誘致を行い、芸術・文化に直にふれる機会を設け

ている。伝統文化の保存継承については、村づくりの中心である自治公民館が

主体となって積極的に取り組んでいる。特に無形民俗文化財である神楽や臼太

鼓踊り、及び団七踊り等の郷土芸能は地域で育っている子ども達に地域の大人

達が幼少期から指導を行い、地域全体で継承活動を行っている。

しかし、芸術・文化にふれる機会については、村民に温度差があり生涯学習

の観点からは村民全体に広く浸透させていくことが求められる。伝統文化の保

存継承については、若者世代の減少で後継者不足が課題となってきている。ま

た、地域に現存する多くの有形文化財についても、適正な維持管理体制の確保

と地域学習活動への利活用を図るとともに今後も埋もれつつあるものの発掘に

努める必要がある。

村内には、県指定文化財になっている紋原のシコクフクジュソウ、村指定の

立岩にある矢村杉、小原井神社にあるとちの木、黒岳のキレンゲショウマの４

つの天然記念物があるが、それ以外にも、県の希少動植物生息地に指定された

黒岳一帯にあるモロツカウワミズザクラや自生の五葉松林等の貴重な植物が数

多くあり、今後もその調査と適切な保護に努める必要がある。また、平成 27年

12 月に国際機関（ＦＡＯ）により世界農業遺産に認定されており、世界的にも

貴重で特徴ある地域に残る農業遺産を守る取り組みを行う必要がある。

諸塚村民俗資料館には、村内の多くの方の寄贈品や委託品を収蔵されており、

それらは全て、非常に評価の高い貴重な村民の財産である。しかし、収容スペ

ースの不足と建物構造上の問題もあり、来館者のニーズに対応出来ていない。

さらに、常時無人の状態で管理されている施設であることから、自由に閲覧で

きない状態にある。今後は、村民を含めて身近に文化財とふれあえる施設とし

て整備し、活用することが求められる。

（２）その対策

① 優れた芸術・文化の鑑賞機会や伝統文化にふれる機会を拡充する。

② 民俗資料館の有効活用を図る。また、新たな文化財保存展示施設の整備も含

めて、未展示資料の適正な管理を行う。

③ 文化団体の活動や文化事業等への支援を強化する。

④ 埋もれてしまう可能性がある地域の貴重な史跡や文化財の発掘に努めると

ともに、これらの文化財を適切に保存管理する体制を構築する。

⑤ 地域で管理する文化財、郷土芸能等については、各自治公民館、保存会、関
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者等との連携を密にし、必要な支援を行う。

⑥ 文化財保護調査委員会と連携し、村内にある貴重な植物を保護するための天

然記念物への指定と条例等を使っての積極的な保護施策の充実を図る。

⑦ 新たに認定された世界農業遺産については、保存と継承、さらに地域の活力

づくりに活かすための取り組みを推進する。
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（３）計画

7

　地域文化の振興

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

（１）　地域文化振興施設等

　民俗資料館所蔵の資料整備
諸塚村

　民俗資料館の施設整備事業
諸塚村

地域文化振興施設

（２）　過疎地域自立促進特別事業

　文化財保存調査事業
諸塚村

天然記念物調査・文化財指定および保護

－61－



第2章 長期ビジョン

8 集落の整備

- 62 -

８ 集落の整備

（１）現況と問題点

ア 集落整備の方針

本村は地形が急峻で宅地に適した平地が少ないために集落は山腹や谷間に少

数戸で点在している。さらには、地域の拠点集落からも遠距離にあって集団活

動に不便を来している所もある。また、人口の減少や高齢化の進行、さらに後

継者不足や嫁不足等の悪循環が重なり、共同体活動の維持が困難になりつつあ

る集落も出てきている。

これまで、全村域くまなく生活道や林業振興のための作業道開設などの基盤

整備や合併浄化槽の設置など環境整備事業等も推進してきているが、集落内の

人口減少はそれらの維持管理に要する労力不足に繋がってきており、残ってい

る住民の負担が大きくなっている。

また、祭りや葬儀等は、集落内の相互扶助活動で支えられていたが、集落の

人口減少や高齢化等により、その継続や集落内実施が危ぶまれている。特に葬

儀は集落内で無理になると、遠方の葬儀場に出掛けることになり、交通手段の

確保や葬儀の経費負担が大きな課題になってきている。こうした状況ではある

が、今なお、村民の郷土愛は高いものがあり、今後とも、適正な村土を維持し、

活力有る地域社会を維持して行くためには、さらなる生活環境の整備を推進す

る必要がある。

イ 集落活動の再編整備

本村では、16 の自治公民館が組織され、高齢者・壮年・婦人・青年、子ども

会等がそれぞれの役割を担って地域発展のために活動しているが、人口減少、

少子高齢化等により、組織活動力の低下が大きな課題になっている。それを受

けて、平成 13 年に自治公民館問題検討会を設置し、公民館の編成の見直しや組

織活動の内容改善、高齢者・婦人・青年等に求める役割の多様性等を検討した。

その後、検討会の答申等に基づき、各公民館との協議を行っているが、利害関

係がからみ、容易に前進していない。今後も同様の取り組みが必要である。

（２）その対策

① 集落間の連携や連絡強化のため、生活道や作業道等が効率的な循環道路とな

るよう整備を図る。

② 生活基盤の維持管理に要する住民の労力や経費負担の軽減を図るため、行政

や民間企業等が保有する人力や機材等の有効活用を図る。

③ 各自治公民館において、自らの意志で現状と課題分析を行い、将来に向けて

の計画的な対応策を住民自らが発案する環境づくりを推進する。行政は、そ

の計画に応じて必要な支援を行う。

④ 集落の美化や伝統芸能の保存継承などを行政と住民が連携して推進する。
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⑤ 都市との交流を通じて地域の活性化を図るための交流事業を推進する。

⑥ 社会教育の充実を図り、地域づくり活動を支援する。

⑦ 村内在住の未婚者への出会いの場づくりを行政、集落及び民間団体が連携し

て積極的に取り組む。また、仕事の確保、住まい整備及び子育て支援などの

総合的な定住推進のための支援策を充実し、持続可能な社会づくりを推進す

る。

⑧ Ｕ・Ｉ・Ｊターンの受入による移住定住促進を行うために、仕事や生活体験

を組み込んだお試し滞在事業等の推進策を実施する。

⑨ 集落活動維持のための人的な支援体制づくりや村内に葬祭場を整備するこ

とや集落での葬儀が出来るようにするための民間支援策等の検討を行う。
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（３）計画

8

結婚活動推進事業

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

（２）過疎地域自立促進特別事業
　集落の整備

　集落定住促進事業

諸塚村

移住定住推進事業

　みちゆき推進事業

諸塚村

－64－
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９ その他地域の自立促進に関し必要な事項

（１）現況と問題点

ア 一般社団法人ウッドピア諸塚

本村は九州山地の中央部にあり、村土の 92％を占める森林を生かした林業を

主体として、椎茸・茶の栽培、和牛繁殖等との複合経営を推進してきた。しか

し、木材や椎茸価格の長期低迷により、農林家の経営は厳しく、後継者が確保

が進まず、高齢化が進み、森林の適正な管理も難しくなってきた。

そこで、平成 7 年 3 月に基幹産業である林業の担い手の育成と村内農林家の

人手不足を補い経営の安定化を図るために財団法人ウッドピア諸塚を設立した。

設立後、森林作業道路等の基盤整備と最新の林業機械等の導入による効率的な

経営による収益性の向上を図り、合わせて森林の持つ公益的機能の保全を図っ

てきた。

この組織は、設立当初の基金約 10 億円、及び山林の財産運用を経営の一助に

しているが、これらの財産の運用益が低金利下で大幅に見込みを下回っている

ことと、若手後継者の育成という公益的部門を兼ねていること、さらに、材価

の低迷で林産収入の減少や畜産部門の不振もあり、厳しい経営を余儀なくされ

ている。そうした中、全国的に、公益法人の見直しが求められ、ウッドピア諸

塚もその対象となり、平成 26 年度に財団法人から、一般社団法人に移行した。

このため、税制面での優遇措置の縮小など運営コストの上昇が確実であり、今

後の運営が危惧される状況になっている。一方で、日向市に大手の(株)中国木材

の進出や木材を燃料とするバイオマス発電への木材需要が急増しており、この

面における業務拡大が望める状況になってきている。

今後は、一般社団法人として、その戦略性を持った経営手腕が問われる状況

になってきている。

イ 特産品の生産と販売促進

諸塚村の特産加工品は、主に地域単位の女性加工グループによって製造、販

売されている。従来から、この部門は、生活に密着した貴重な地域の就労の場

であり、高齢者の社会参加による生き甲斐づくり、生涯現役を実践する手段と

しても非常に重要であった。しかし、近年、多くの地域で同じような取り組み

が進んできていることや消費者ニーズの高度化による産地間競争が進んできて

いることから、生産した加工品の販売先確保や新商品の継続的な開発が求めら

れている。また、製造の現場施設の老朽化が見られ、更新の必要も出てきてい

る。また、経理管理の部門の重要性も高まってきているが、それを担う人材の

養成やグループ構成員の若返りも急務である。都会向けの販売促進は、ウッド

ピア諸塚の特産品販売部門「もろっこはうす」が担っているが、まず、主力の

椎茸は近年高品質の物が品薄になりつつあり、注文に応じきれないケースも出

ており、商品を確実に確保する策が不可欠になっている。また、取引先の偏り
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があり、それらの経営状況次第では変動があるリスクが危惧される。

また、加工グループの商品もその質の良さから都会の量販店等からの引き合

いが増えているが、小規模の加工グループであることから、品揃えやリアルタ

イムでの取引手続き、トラブル処理、信用の担保策など難しい点が多いことか

ら、もろっこはうすを通しての取り扱いを求められるが、手数料の付加が必要

となり、採算面での課題も大きい。

また、本村と宮崎市、延岡市の 3 者で宮崎市内に店舗を確保し営業している

ふるさと物産館「海幸・山幸」は、重要な特産品販売拠点の一つであるが、参

加自治体の負担金で運営されており、継続して運営していくためには、それぞ

れの自治体にメリットが必要であり、設置目的の再確認と収益の確保が欠かせ

ない。

（２）その対策

① 一般社団法人ウッドピア諸塚の設立の趣旨に沿って、体制の強化を図り、経

営部門の拡充や事業量の拡大を目指すと共に、若手林業従事者の育成や村土

保全という公的役割を持続的に担うための運営資金の支援を行う。

② 専門性や効率化を推進する林業用機械の導入により低コスト化や効率化を

図るとともに、若手林業後継者の技術向上を目指す。

③ 特産品としての椎茸販売では、生産者ともろっこはうす及びＪＡ日向諸塚支

店と連携し、諸塚村産の高品質の商品を確実に確保できるような体制づくり

を行う。また、取引先の偏りの弊害を避けるために、新規取引先の開拓も進

める。

④ 新たな特産品加工グループの育成、既存グループの新たな施設整備や既存施

設の改修による施設の充実と必要に応じた経営支援をすることで、集落の貴

重な就労の場、地域活性化の場づくりを推進する。

⑤ 参加間競争の生き残りを掛けた特産品加工グループの新商品開発の支援を

行うとともに、もろっこはうすによる販売促進活動の支援を行う。新たにモ

ニターツアーの実施や観光協会が主催するエコツアーと連携するなどして、

顔の見える関係の顧客開拓を行うほか、消費者ニーズにあった商品の開発を

促進する。

⑥ ウッドピア諸塚の特産品販売部門である「もろっこはうす」の運営や取引先

開拓の支援を行う。

３つの自治体との連携を図り、アンテナショップを兼ねている「海幸・山幸）」

のや運営支援や施設や設備の充実に努める。



第2章　長期ビジョン
9　その他地域の自立促進に関し必要な事項

（３）計画

9

対象：

森林組合・ウッドピア

　緑のふるさと協力隊員受け入れ事業

6 件

6 件

6 件

6 件

　物流販売施設 　特産品流通販売施設整備事業

　

販路の開拓等・商品開発・顧客獲得等

事業計画　（平成２８年度～３２年度）　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

　林業事業

　その他地域の自立促進に関し必要な事項 過疎地域自立促進特別事業
　一般社団法人　ｳｯﾄﾞﾋﾟｱ諸塚

諸塚村
運営資金の補助

　高性能林業機械の導入補助
ウッドピア

過疎地域自立促進特別事業
　一般社団法人ｳｯﾄﾞﾋﾟｱ諸塚組織強化事業

諸塚村

過疎地域自立促進特別事業
　林業担い手対策事業

諸塚村

　加工施設

過疎地域自立促進特別事業
　特産品開発補助

諸塚村

　施設改善補助
諸塚村

　経営改善補助
諸塚村

　特産品加工施設整備　
諸塚村

　

諸塚村

諸塚村

　特産品販売促進事業
諸塚村過疎地域自立促進特別事業

過疎地域自立促進特別事業

－67－
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過疎地域自立促進特別事業分

1

　産業の振興 農業

会員 140 名

  

　茶園予防事業

林業

会員 140 名

　椎茸原木購入補助

　椎茸種駒購入補助

　椎茸選別補助

その他

　空店舗対策事業

　観光事業推進事業

諸塚村

　諸塚村椎茸部会活動事業

 事業計画

　（平成２８年度～３２年度）　過疎地域自立促進特別事業分　　

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

(７) 商工業

(８)観光またはレクリエーション

　自営業者後継者育成・起業支援事業
諸塚村・商工会

(１)基盤整備　

　諸塚村茶部会活動事業
諸塚村・ＪＡ

諸塚村

諸塚村

　諸塚商店街まちづくり推進事業
諸塚村・商工会

　観光協会組織強化事業
諸塚村・観光協会 組織体制整備・法人化推進

　交流の村づくり推進事業
諸塚村・観光協会 交流事業の企画運営・広報

諸塚村・ＪＡ

諸塚村

諸塚村・商工会

諸塚村・観光協会

－68－
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過疎地域自立促進特別事業分

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

1 　観光施設維持管理事業

　産業の振興

　公園・広場等整備事業

2

諸塚村

道路

人材育成研修等

近隣市町村を結ぶバスの運行

　

　
村内廃止路線代替バスの運行

3

　生活環境の整備 簡易水道

　

その他

防災

避難施設整備事業

　交通通信体系の整備、情報化及び地
域間交流の促進

（１）　市町村道

（９）　地域間交流

　地域間交流事業の推進
諸塚村

　道路維持管理体制の整備

　

　地域環境美化活動の推進

　入郷衛生組合負担金

（１０）　過疎地域自立促進特別事業

　

(８)観光またはレクリエーション

ア　道路

（１）　水道施設

　簡易水道施設維持管理事業
諸塚村

（２）　下水処理施設

　下水道施設維持管理事業
諸塚村

（６）　過疎地域自立促進事業
　生物多様性保全事業

諸塚村
自然資源調査・有害鳥獣対策・保護政策

諸塚村

（７）　その他

　防災避難体制の整備
諸塚村

諸塚村

　定期路線バス運行事業
諸塚村

　地域路線バス運行事業
諸塚村

諸塚村・観光協会

諸塚村

－69－
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過疎地域自立促進特別事業分

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

4

軽度生活援助事業

日常生活用具給付事業

配食サービス事業

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業

緊急通報システムサービス事業

介護予防教室開催事業

　

ふれあいタクシー運行事業　

高齢者バス運賃助成事業

鍼灸マッサージ助成事業

高齢者住宅改修助成事業

高齢者生活福祉センター運営事業

老人クラブ活動支援事業

敬老事業

シルバー人材センター運営事業

養護老人ホーム入所措置事業

介護給付サービス事業

住宅改造助成事業　

5

　医療の確保

（７）　過疎地域自立促進特別事業

　高齢者等の保健及び福祉の向上及び
増進

　高齢者等包括支援事業
諸塚村

地域包括支援センター運営事業

　介護予防事業

諸塚村

生きがい通所事業　

　 　高齢者生活支援事業

諸塚村

　

　高齢者生きがい活動支援事業

諸塚村

　老人保護措置事業
諸塚村

　障害者生活支援事業

諸塚村

（３）　過疎地域自立促進特別事業

　医師招聘事業
諸塚村

計画的な医師確保

－70－
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過疎地域自立促進特別事業分

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

6

　教育の振興

給食費の100％助成

遠距離徒歩通学生への送迎助成

　奨学金貸付金

高校・各種学校・短大・大学生

中学卒業時の支度金

中学校卒業時の支度金

　　

　　　

7

　地域文化の振興

8

　集落の整備

結婚活動推進事業

9

　一般社団法人ｳｯﾄﾞﾋﾟｱ諸塚

高性能林業機械の購入補助

　一般社団法人ｳｯﾄﾞﾋﾟｱ諸塚組織強化事業

対象：

森林組合・ウッドピア

ウッドピア諸塚

（４）　過疎地域自立促進特別事業
　幼稚園・小・中学校給食費助成

諸塚村

　遠距離通学児童生徒助成

諸塚村バス通学（幼・小・中）定期券代の助成

諸塚村

　中学校卒業祝い金
諸塚村

　
　廃校施設活用

諸塚村
廃校校舎を活用した集落活性化施設整備事業

　中学校卒業祝い金
諸塚村

（２）過疎地域自立促進特別事業
　文化財保存調査事業

諸塚村
天然記念物調査・文化財指定および保護

（２）過疎地域自立促進特別事業
　集落定住促進事業

諸塚村
移住定住推進事業

　みちゆき推進事業
諸塚村

　その他地域の自立促進に関し必要な
事項

　一般社団法人ｳｯﾄﾞﾋﾟｱ諸塚
諸塚村

運営資金の補助

　林業事業

過疎地域自立促進特別事業

諸塚村

　林業担い手対策事業
諸塚村
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過疎地域自立促進特別事業分

自 立 促 進 施 策 区 分 事 業 名 （ 施 設 名 ） 事 業 内 容 事 業 主 体 備 考

9

6 件

6 件

6 件

6 件

　

販路の開拓等・商品開発・顧客獲得等

　その他地域の自立促進に関し必要な
事項

諸塚村

　特産品開発支援　加工施設

過疎地域自立促進特別事業
　特産品開発補助

諸塚村

　
　特産品開発支援事業

諸塚村

　施設改善補助
諸塚村

　
　経営改善補助

　特産品加工施設整備　
諸塚村

　

　物流販売施設

過疎地域自立促進特別事業
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